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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 378,544 395,437 398,052 451,122 435,277

経常利益 (百万円) 10,574 13,383 15,676 18,419 12,144

当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) 6,139 2,912 12,847 △ 3,801 6,717

純資産額 (百万円) 58,897 60,014 74,224 65,120 69,700

総資産額 (百万円) 1,043,4461,025,7651,137,4721,339,6371,289,481

１株当たり純資産額 (円) 918.21 935.71 1,157.391,011.351,081.68

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 95.58 45.25 200.19 △ 59.28 104.77

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 5.64 5.85 6.52 4.84 5.37

自己資本利益率 (％) 11.84 4.89 19.14 △ 5.46 10.01

株価収益率 (倍) 12.55 28.52 9.45 ― 8.81

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,546 8,612 △ 77,926△ 87,409 7,115

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,680 1,787 4,760 △ 898 △ 10,993

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 50,287△ 13,499 66,001 171,267△ 52,319

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 14,565 11,514 4,377 87,645 31,477

従業員数 (人) 990 983 1,023 1,044 1,090

〔ほか、平均臨時
　雇用者数〕

〔59〕 〔60〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、第43期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 349,746 364,234 364,051 404,816 380,430

経常利益 (百万円) 9,617 13,075 14,048 16,333 9,159

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 5,463 2,560 10,874 △ 4,720 4,965

資本金 (百万円) 22,363 22,363 22,363 22,363 22,363

発行済株式総数 (株) 64,199,00064,199,00064,199,00064,199,00064,199,000

純資産額 (百万円) 54,037 54,501 66,844 56,525 56,655

総資産額 (百万円) 994,635 977,6931,083,9661,238,7051,177,941

１株当たり純資産額 (円) 842.42 849.73 1,042.28 881.55 883.62

１株当たり配当額 (円) 9.00 12.00 18.00 22.00 24.00

（１株当たり
　中間配当額）

(4.50) (6.00) (9.00) (11.00) (12.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 85.03 39.76 169.42 △ 73.62 77.43

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 5.43 5.57 6.16 4.56 4.80

自己資本利益率 (％) 11.55 4.71 17.92 △ 7.65 8.77

株価収益率 (倍) 14.11 32.46 11.16 ― 11.93

配当性向 (％) 10.58 30.17 10.62 ― 30.99

従業員数 (人) 748 714 745 738 734

〔ほか、平均臨時
　雇用者数〕

〔36〕 〔38〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

昭和39年８月 東京都千代田区内幸町一丁目１番地を本社所在地として会社を設立

昭和44年２月 大阪営業所(現　大阪支店)を開設、その後各主要都市に支店、営業所を開設

昭和47年10月 香港に現地法人「Tokyo Leasing (Hong Kong) Ltd.」を設立(現　連結子会社)

昭和49年８月
株式の額面金額変更のため、東京都文京区白山五丁目27番５号所在の「東京リース株式会社」(旧

商号「株式会社末広屋」)に吸収合併される

昭和49年９月 本社を東京都千代田区内幸町一丁目２番１号の日土地内幸町ビル内に移転

昭和50年７月 本社を東京都港区新橋五丁目22番地10号の松岡田村町ビル内に移転

昭和53年７月 本社を東京都港区六本木七丁目15番７号の新六本木ビル内に移転

昭和54年３月 自動車部門を分離し「東京オートリース株式会社」を設立(現　連結子会社)

昭和54年５月 シンガポールに現地法人「Tokyo Leasing (Singapore) Pte. Ltd.」を設立(現　連結子会社)

昭和58年５月
ロンドンに現地法人「Tokyo Leasing (UK) Ltd.」(現「Tokyo Leasing (UK) PLC」)を設立(現　

連結子会社)

昭和60年12月
米国コネチカット州に現地法人「Tokyo Leasing (U.S.A.) Inc.」を設立(平成６年にニューヨー

ク州に移転)(現　連結子会社)

平成２年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成８年１月 レンタル部門を分離し「東京リースレンタル株式会社」を設立

平成９年11月 台湾に合弁会社「統一東京股?有限公司」を設立(現　持分法適用関連会社)

平成12年３月 連結子会社「東京リースレンタル株式会社」を吸収合併

平成14年３月 「川鉄リース株式会社」の全株式を取得

平成14年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

平成14年10月 連結子会社「川鉄リース株式会社」と合併

平成15年３月 本社を東京都新宿区西新宿六丁目10番１号の日土地西新宿ビル内に移転

平成15年９月 「富士通リース株式会社」の株式20％を取得（現　持分法適用関連会社）

「東京ライフビジネス株式会社」（現　東京リース管財株式会社）の株式を追加取得し全株式を
保有（現　連結子会社）

平成16年５月 「東京オートリース株式会社」（現　連結子会社）が「三共通商株式会社」の全株式を取得

平成16年６月 事務集中部門を分離し「ＴＬＣビジネスサービス株式会社」を設立（現　連結子会社）

平成16年７月 「東京オートリース株式会社」（現　連結子会社）が連結子会社「三共通商株式会社」と合併

平成18年２月
連結子会社「東京ライフビジネス株式会社」が連結子会社「東京リース管財株式会社」を吸収合

併するとともに、商号を「東京リース管財株式会社」（現　連結子会社）に変更

平成18年７月 中国上海市に現地法人「東瑞融資租賃有限公司」を設立（現　連結子会社）

平成19年６月
「Tokyo Leasing (Singapore) Pte. Ltd.」の子会社としてマレーシアに現地法人

「TLC Capital (Malaysia) Sdn. Bhd.」を設立（現　連結子会社）

平成20年１月 「株式会社資生堂リース」の株式90％を取得（現　連結子会社）

平成20年３月
株式会社オリエントコーポレーションとの共同出資会社「株式会社オリコオートリース」を設立

（現　持分法適用関連会社）

(注)　１　設立年月日は、昭和25年７月８日でありますが、これは株式の額面変更を目的とする合併のための法律上

の存続会社の設立年月日であり、実質上の存続会社である東京リース株式会社(被合併会社)の設立年月日

は昭和39年８月25日であります。

２　「資生堂リース株式会社」は平成20年４月１日付で「エス・ディー・エル株式会社」に社名変更しておりま

す。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社および子会社188社、関連会社６社により構成されており、情報関連機器・事務関連

機器、産業工作機械、土木建設機械等の賃貸取引および割賦販売取引ならびに各種金融取引等を営む総合

リース業であります。

　

(1) 当社グループの主な事業内容は次のとおりであり、その事業区分は事業の種類別セグメントの事業区

分と同一であります。

ア　賃貸事業…………情報関連機器・事務関連機器、産業工作機械、土木建設機械、輸送用機器、医器機

器、商業・サービス業用機械設備等およびソフトウェアの賃貸事業(賃貸取引の

満了・中途解約に伴う物件販売等を含む)

イ　割賦販売事業……商業設備、生産設備、病院設備等の割賦販売事業

ウ　営業貸付事業……営業貸付金、その他の営業貸付債権(手形割引、ファクタリング等)事業

エ　その他の事業……営業目的の有価証券および匿名組合出資等の投資事業、保険代理店業務、手数料取

引等事業

　

なお、事業系統図については次のとおりであります。
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(2) 当社、子会社および関連会社の当該事業にかかる位置づけ

会社名

事業区分

賃貸事業
割賦販売

事業

営業貸付

事業

その他の

事業

東京リース㈱　(当社) ◎ ◎ ◎ ◎
子会社
連結子会社　(101社)
東京オートリース㈱ ◎ ◎ ◎

東京リース管財㈱ ◎ ◎

TLCビジネスサービス㈱ ◎

Tokyo Leasing (Hong Kong) Ltd.◎ ◎ ◎ ◎

Tokyo Leasing (Singapore) Pte. Ltd.◎ ◎ ◎ ◎

Tokyo Leasing (UK) PLC ◎ ◎ ◎ ◎

Tokyo Leasing (U.S.A.) Inc.◎ ◎ ◎ ◎

東瑞融資租賃有限公司 ◎

TLC Capital (Malaysia) Sdn. Bhd.◎

Addwisteria Steamship S.A.　ほか計84社◎ ◎ ◎

その他連結子会社8社 ◎ ◎

非連結子会社　(87社)
ティーエルシーリーシング㈱　ほか計80社(注) ◎
その他非連結子会社７社 ◎ ◎ ◎

関連会社
持分法適用会社　(５社)
富士通リース㈱　ほか計３社 ◎ ◎ ◎

統一東京股?有限公司　ほか計２社 ◎ ◎
持分法非適用会社　(１社) ◎

(注)　賃貸事業に係わる匿名組合の営業者または任意組合の業務執行組合員であります。
　

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

(連結子会社)

東京オートリース㈱ 東京都品川区 200
自動車および関連
機器のリース業

100 事業資金の貸付、債務保証予約

東京リース管財㈱ 東京都中央区 10
保険代理店業およ
び不動産業

100
事業資金の貸付
役員の兼任１人

TLCビジネスサービス㈱ 東京都中央区 20
事務受託業および
人材派遣業

100 事務の委託

Tokyo Leasing
(Hong Kong) Ltd.

中国／香港
ＨＫ＄
13,000千

総合リース業 100 債務保証(予約含む)

Tokyo Leasing
(Singapore) Pte. Ltd.

シンガポール
Ｓ＄
19,340千

総合リース業 100 債務保証(予約含む)

Tokyo Leasing
(UK) PLC

英国
ＳＴＧ£

6,655千
総合リース業 100 債務保証(予約含む)

Tokyo Leasing
(U.S.A.) Inc.

米国
ＵＳ＄
26,513千

総合リース業 100 債務保証(予約含む)

東瑞融資租賃有限公司 中国／上海
ＵＳ＄
10,000千

総合リース業 100
債務保証予約
役員の兼任１人

TLC Capital (Malaysia)
Sdn. Bhd.

マレーシア
ＲＭ

1,037千
総合リース業

100
（100）

債務保証予約

その他92社

(持分法適用関連会社)

富士通リース㈱ 東京都新宿区 1,000
情報関連機器の
リース業

27.5

統一東京股?有限公司 台湾
ＮＴ＄
200,000千

自動車および関連
機器のリース業

49

その他３社 ―

(その他の関係会社)

日本土地建物㈱
東京都
千代田区

5,000不動産業
被所有　27

(4）
事務所の賃借

(注) １　Tokyo Leasing (U.S.A.) Inc. は、特定子会社であります。
２　日本土地建物㈱は有価証券報告書の提出会社であります。
３　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

賃貸事業

　　　　　　　　　　　　　　　　 801
　　　　　　　　　　　　　　   (　39　）

割賦販売事業

営業貸付事業

その他の事業

全社(共通)
                                 289
　　　　　　　　　　　　　　  （　21　）

計
                               1,090
　　　　　　　　　　　　　　　（　60　）

(注)１　従業員数は、就業人員であります。

２　当社グループでは、事業の種類別セグメントごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複

　数の事業の種類に従事しております。

　　３　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　　　４　臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

734
　　　    　（   34）

39歳7ヵ月 　12年7ヵ月 7,714

(注)１　従業員数は、就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　　３　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　　４　臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

　

(3) 労働組合の状況

　当社には、昭和54年３月に東京リース従業員組合が結成されております。平成20年３月31日現在の組

合員数は 457人であり、上部団体等には所属しておりません。連結子会社各社には、労働組合はありま

せん。

　　なお、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、製造業を中心とする高水準の企業業績を背景とした民間企業の設備投資

の堅調な推移や雇用環境の改善により、緩やかな拡大基調で推移したものの、年度後半からは、米国のサブプライム

ローン問題に端を発する国際的な金融・資本市場の混乱、原油価格をはじめとする世界的な原材料価格の高騰など

が深刻な問題となり、先行きの不透明感を増しつつあります。

リース業界におきましては、企業の資産管理業務のアウトソーシングとしての活用など、効率経営を行うための一

手段としてリースを利用する動きは着実に広がる一方で、原材料価格の高騰や円高などが企業業績に影響を与え、設

備投資意欲の減退ひいてはリース需要にも影を落としつつあり、業界全体のリース取扱高が、昨年６月以降10ケ月連

続で前年同期比マイナスで推移するなど、業界を取巻く経営環境は厳しい状況で推移いたしました。

こうした状況の中、当社グループは、安定した収益基盤である「金融、メーカー、ＩＴ」の３大営業チャネルを最大

限活用し、多様化する様々なニーズを積極的に掘り起こし、優良案件の獲得に注力してまいりました。また、不動産関

連ファイナンスやストラクチャード・ファイナンス取引などのファイナンス事業に積極的に取り組み、収益源の多

様化を図るとともに、海外事業においては、アジア地域に事業展開する日系企業等に対し、幅広い金融サービスを提

供するため、平成18年７月の中国上海市におけるリース会社設立に続き、昨年６月当社100％子会社であるシンガ

ポール現地法人の全額出資により、マレーシア、クアラルンプール市にリース会社を設立いたしました。

さらに営業基盤の拡充のため、今年１月に資生堂リース株式会社の株式（発行済株式の90％）を取得し、重点強化

事業と位置付けているオートリース事業の強化のため、株式会社オリエントコーポレーションとの共同出資（当社

出資比率50％）で、今年３月にリテールマーケットを対象にしたオートリース会社を設立するなど、事業拡大に向け

着実に実績をあげてまいりました。

一方、より効率的な営業体制を構築するため、この３月に浜松支店、四国支店を近隣支店に統合するとともに、ガソリ

ンスタンド向け給油設備などを専門に取扱ってきたイースタン・リース営業部を廃止し、全国の営業部店で取扱う

営業体制に変更いたしました。

　

これらの結果、当期末現在の営業資産残高は、前期末（平成19年３月31日）比0.5％減少して、1,150,965百万円と

なりました。セグメント別では、賃貸事業は、前期末比3.9％減少し790,563百万円となりました。割賦販売事業は、連

結子会社における伸長により、前期末比3.3％増加し163,398百万円となりました。営業貸付事業は、前期末比5.1％増

加して159,674百万円となりました。その他の事業は、不動産を対象とした流動化商品への出資などの残高を積上げ

た結果、前期末比60.3％増加し37,329百万円となりました。

売上高は、前期比3.5％減収の435,277百万円となりました。利益面では、前期に計上した大口リース契約の解約精

算益という特殊要因がなくなったことに加え、市場金利の上昇に伴う資金原価の増加や貸倒費用の増加などにより、

営業利益は前期比29.6％減少し12,662百万円、経常利益も前期比34.1％減少し12,144百万円となりました。当期純利

益は、投資有価証券売却益1,004百万円を特別利益に、投資有価証券評価損1,910百万円を特別損失にそれぞれ計上

し、6,717百万円となりました。
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事業の種類別セグメントの経営成績は次のとおりであります。

① 賃貸事業

売上高は、前期に大口リース契約の解約金売上という特殊要因があったため、前期比4.6％減少し、343,191百万円

となりました。営業利益は、売上高の減少に加え金利上昇により資金原価（金融費用）が増加したことなども影響

し、前期比24.3％減少の12,511百万円となりました。

　

② 割賦販売事業

売上高は前期比1.1％減少し77,196百万円となりました。営業利益は、資金原価および貸倒費用が増加したため、前

期比73.7％減少し544百万円を計上いたしました。

　

③ 営業貸付事業

不動産ファイナンスおよび船舶ファイナンスなどを中心に営業貸付金残高が増加したため、売上高は前期比

24.9％増加して5,092百万円となりました。営業利益は、資金原価は増加いたしましたが、売上高の増加を反映し前期

比33.1％増加の2,275百万円となりました。

　

④ その他の事業

不動産などを対象とした流動化商品への出資を通じた投資事業の収益が増加したことに伴い、売上高は前期比

4.9％増加の9,796百万円、営業利益は前期比5.4％増加の1,686百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末比56,167百万円減少の31,477百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

賃貸料収入が前期並にとどまりましたが、賃貸資産の取得による支出が減少したことなどにより、営業活動による
キャッシュ・フローは、前期比94,524百万円支出が減少し、7,115百万円の収入となりました。
　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得の他、社用資産（自社利用のソフトウェア）の取得などにより、前期比10,094百万円支出が増
加し、10,993百万円の支出となりました。
　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

資産の減少に対応し債権流動化の償還など調達を削減したため、財務活動によるキャッシュ・フローは、前期比
223,586百万円収入が減少し、52,319百万円の支出となりました。

　

(3) 特定金融会社等の開示に関する内閣府令に基づく貸付金（営業貸付金及びその他の営業貸付債権）

の状況

「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（平成11年５月19日　大蔵省令第57号）に基づく、提出会社における

貸付金の状況は次のとおりであります。

①　貸付金の種別残高内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成20年3月31日現在
貸　付　種　別 件数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％） 平均約定金利（％）

　消費者向

　　無担保（住宅向を除く） － － － － －

　　有担保（住宅向を除く）　 － － － － －

　　住　宅　向 － － － － －

計 － － － － －

　事業者向

計 944 100.00 171,490 100.00 2.88

合　　　計 944 100.00 171,490 100.00 2.88
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②　資金調達内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成20年3月31日現在

借入先等 残高（百万円） 平均調達金利（％）

　金融機関等からの借入 604,229 1.27

　その他 425,514 0.86

　社債・ＣＰ 342,900 0.80

　合　　　　　計 1,029,744 1.10

　自己資本 76,430 －

　資本金・出資額 22,363 －

　

③　業種別貸付金残高内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年3月31日現在

業　　種　　別 先数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％）

建　設　業 34 6.81 7,886 4.60

製　造　業 51 10.22 4,271 2.49

電気・ガス・熱供給・水道業 16 3.21 6,478 3.78

情　報　通　信　業 5 1.00 11 0.01

運　輸　業 17 3.41 4,276 2.49

卸売・小売業 51 10.22 9,571 5.58

金融・保険業 40 8.02 38,805 22.63

不動産業 122 24.45 39,562 23.07

飲食店、宿泊業 7 1.40 1,617 0.94

医療、福祉 73 14.63 377 0.22

教育、学習支援業 － － － －

複合サービス事業 － － － －

サービス業（他に分類されないもの） 80 16.03 57,042 33.26

個　　人 － － － －

そ の 他 3 0.60 1,585 0.93

合　　計 499 100.00 171,490 100.00
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④　担保別貸付金残高内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成20年3月31日現在

受入担保の種類 残高（百万円） 構成割合（％）

有価証券 23,099 13.47

　うち株式 1,900 1.10

債　権 3,406 1.99

　うち預金 － －

商　品 － －

不動産 25,897 15.10

財　団 － －

その他 2,379 1.39

計 54,782 31.95

保　証 12,450 7.26

無担保 104,256 60.79

合　　　計 171,490 100.00

　

⑤　期間別貸付金残高内訳

                                                                  平成20年3月31日現在

期　　間　　別 件数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％）

１年以下 506 53.61 29,299 17.08

１年超　５年以下 313 33.16 89,772 52.35

５年超　10年以下 94 9.96 42,833 24.98

10年超　15年以下 21 2.22 7,775 4.53

15年超　20年以下 8 0.85 1,727 1.01

20年超　25年以下 1 0.10 17 0.01

25年超 1 0.10 64 0.04

合　　　　計 944 100.00 171,490 100.00

一件当たりの平均期間 4.57年

(注)　期間は、約定期間によっております。
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２ 【営業取引の状況】

(1) 契約実行高

当連結会計年度における契約実行実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称
契約実行高
(百万円)

前年同期比
(％)

賃貸事業

情報・事務用機器 98,511 80.0

産業・土木・建設機械 47,367 66.7

その他 91,692 79.3

所有権移転外ファイナンス・リース計 237,570 76.7

オペレーティング・リース 15,340 92.0

賃貸事業計 252,911 77.5

割賦販売事業 90,207 95.5

営業貸付事業 151,026 97.1

その他の事業 14,031 194.7

合計 508,176 87.1

(注)　賃貸事業については、当連結会計年度に取得した資産の取得金額、割賦販売事業については、割賦債権

から割賦未実現利益を控除した額を表示しております。

　

(2) 営業資産残高

連結会計年度における営業資産残高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

　

事業の種類別セグメントの名称

前連結会計年度 当連結会計年度

期末残高
(百万円)

構成比
(％)

期末残高
(百万円)

構成比
(％)

賃貸事業

情報・事務用機器 269,538 23.3 259,114 22.5

産業・土木・建設機械 169,793 14.7 165,613 14.4

その他 325,300 28.1 308,505 26.8

所有権移転外ファイナンス・リース計 764,631 66.1 733,233 63.7

オペレーティング・リース 58,406 5.1 57,330 5.0

賃貸事業計 823,037 71.2 790,563 68.7

割賦販売事業 158,170 13.7 163,398 14.2

営業貸付事業 151,899 13.1 159,674 13.9

その他の事業 23,291 2.0 37,329 3.2

合計 1,156,399100.01,150,965100.0

(注)　割賦販売事業は、割賦未実現利益控除後の残高であります。
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①　所有権移転外ファイナンス・リース取引

ア　リース物件の取得価額、減価償却累計額

　

前連結会計年度 当連結会計年度

取得価額
(百万円)

減価償却累計額
(百万円)

取得価額
(百万円)

減価償却累計額
(百万円)

情報・事務用機器 688,826 419,288 688,358 429,244

産業・土木・建設機械 466,935 297,142 473,046 307,432

その他 700,707 375,407 733,269 424,763

合計 1,856,4691,091,8371,894,6731,161,440

　

イ　未経過リース料期末残高相当額期日別内訳

　
１年以内
(百万円)

２年以内
(百万円)

３年以内
(百万円)

４年以内
(百万円)

５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

前連結会計年度 238,476191,414156,77692,935 47,632 54,047781,283

当連結会計年度 241,653198,354134,39683,184 42,226 45,741745,556

　

②　オペレーティング・リース取引

未経過リース料期日別内訳

　
１年以内
(百万円)

１年超
(百万円)

合計
(百万円)

前連結会計年度 12,467 33,720 46,187

当連結会計年度 13,006 34,540 47,546

(注)　解約不能のものに係る未経過リース料であります。

　

③　割賦債権残高期日別内訳

　

１年以内
(百万円)

２年以内
(百万円)

３年以内
(百万円)

４年以内
(百万円)

５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

割賦
未実現利益
(百万円)

差引計
(百万円)

前連結会計年度 67,69542,82526,46916,5938,2603,902165,746△ 7,575158,170

当連結会計年度 64,87844,29130,73919,1828,6354,590172,318△ 8,919163,398
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(3) 営業実績

連結会計年度における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

前連結会計年度

　

事業の種類別セグメントの名称
売上高
(百万円)

売上原価
(百万円)

差引利益
(百万円)

資金原価
(百万円)

売上総利益
(百万円)

賃貸事業 359,629 325,067 34,562

― ―

割賦販売事業 78,072 73,013 5,059

営業貸付事業 4,078 30 4,047

計 441,780 398,111 43,669

その他の事業 9,342 6,394 2,947

合計 451,122 404,506 46,616 11,288 35,327

(注)　売上高について、セグメント間の内部売上高又は振替高は含まれておりません。

　

当連結会計年度

　

事業の種類別セグメントの名称
売上高
(百万円)

売上原価
(百万円)

差引利益
(百万円)

資金原価
(百万円)

売上総利益
(百万円)

賃貸事業 343,191 310,630 32,560

― ―

割賦販売事業 77,196 71,420 5,776

営業貸付事業 5,092 23 5,069

計 425,480 382,073 43,406

その他の事業 9,796 6,552 3,244

合計 435,277 388,626 46,650 14,613 32,037

(注)　売上高について、セグメント間の内部売上高又は振替高は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　

(1)会社の経営の基本方針

当社グループは、次に掲げる経営理念、経営方針のもと、企業活動と地球環境保全の調和を図りながら企業の社会

的責任を果たし、透明性の高い健全経営により、企業価値を高めることを重視した経営を行ってまいります。

　

グループ経営理念

東京リースグループは、多様化するニーズに的確に対応し、社会の発展に貢献することで信頼される企業を目指

します。

　

グループ経営方針

①グループの総力を結集し、商品・サービス提供力を絶えず進化させ、顧客満足度と信頼を高める。

②徹底した人材育成と自己実現の場を提供し、公平性、納得性のある処遇を行う。

③透明性の高い健全経営により企業価値を高め、水準の高い安定的な利益還元を行う。

　

(2)目標とする経営指標

当社グループは、収益性と資本効率の観点から、「ＲＯＡ」並びに「ＲＯＥ」を重要な経営指標と捉えており、厳

格なリスク管理体制にもとづく事業ポートフォリオの強化と事業領域の拡大、経営資源の再配分による経営効率

の改善により、これらの向上を目指してまいります。

　

(3)中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

リース業界は、不透明感を増している景気動向、企業倒産件数の増加に伴う信用コストの上昇、米国サブプライム

ローン問題から派生した金融・資本市場の混乱、リース会計基準・リース税制の変更や減価償却制度の見直しと

いった制度変更など、その経営環境は大きく変化しつつあります。 当社グループは、このように変化の激しい環境の

もとで、企業としての社会的責任を果たしつつ、持続的な成長による企業価値向上を実現するには、経営環境の変化

に応じた柔軟な経営が必要であると判断し、次のテーマを基本的経営課題として、機動的な経営による信頼性と効率

性の向上に取組んでまいります。

　

　

① 営業収益力の強化

・ グループ戦略の強化

金融（みずほグループ）・メーカー（ＪＦＥグループ）・ＩＴ（富士通グループ）のコアチャネルを最大限

活用するとともに、新たなチャネル開拓のための資本提携・業務提携により営業基盤を拡大し、国内外グルー

プ会社との連携強化による多面的な営業を展開する。

・ ファイナンス関連業務の強化

役割を明確化した専門営業部を核に、不動産のほか航空機、船舶などのモノを裏付けにしたファイナンスを中

心に、ファイナンス関連業務への取り組みを強化し、収益源の多様化を図る。

・ モノの価値に注目したビジネスの拡大

リース契約終了物件や中古物件の再販、資産管理業務の受託、およびパソコン残留データの消去など情報セ

キュリティ関連業務をリマーケティング事業と位置付け、強化・拡大を図るとともに、モノの取扱いを通して

蓄積した資産評価のノウハウを活かし、オペレーティングリース取引を強化する。

・ 成長分野への取組み強化

リテール分野におけるオートリース事業や環境・医療福祉関連等の成長が期待できる分野に資源を投入し、

営業基盤の拡大を図る。

・ グローバル戦略の推進

既存の海外拠点に加え、今後もアジアを中心に海外ネットワークを拡充し、本社・国内営業部店の連携によ

り、海外に進出する日本企業をサポートする業務を推進する。

　

② 財務調達力の強化
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・ ＡＬＭ（資産・負債総合管理）の強化

金融環境の変化に対応するため、ＡＬＭの機能を一層充実させ、金利リスク、流動性リスクなどの市場リスク

をコントロールしながら、引き続き調達基盤の安定化に取り組む。

・ 安定した調達基盤の確保と調達コストの抑制

金融機関との確固たる取引体制に基づく安定的な間接調達と、機動的な直接調達の推進により、安定した資金

確保と調達コストの抑制に努める。

　

③ 経営基盤の強化

・ 業務の簡素化・効率化

グループ全体の業務改革をテーマに、業務プロセスの再構築と業務の簡素化・効率化を推進するとともに、

シェアードサービス部門（ＴＬＣビジネスサービス㈱）を強化し、同社の機能を有効活用した業務の集約化を進

める。

・ リスク管理体制の強化

事業ポートフォリオの多様化に備えるため、市場リスク等の事業に直接関るリスク管理体制を強化し、収益性

と効率性の向上を目指すとともに、全社的なリスク制御のための内部統制システムの整備・強化を進める。

・ 新システム活用とＩＴインフラの強化

新たに開発したＥＲＰ会計システム、ファイナンス業務管理システム、営業支援システムの運用強化によるシ

ステム開発効果の発現と、基幹システムの強化により、経営効率の改善を推進する。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月24日）現在において当社グループ

が判断したものであります。

　

① 景気変動による影響

当社グループが主要事業として取扱っているリース・割賦販売取引は、企業の設備投資の有用な手段として広く

活用されているため、これらの契約実行高は設備投資の動向と密接な関係にあります。このため、今後の景気動向に

よっては企業の設備投資が減退し、リース・割賦販売取引の契約実行高も減少するなど、当社グループの業績や財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

② 金利変動および調達環境の変化による影響

当社グループが主要事業として取扱っているリース・割賦販売取引において、リース料等は物件購入代金のほか、

契約時の金利水準等を基準として設定され、契約期間中のリース料等は変動いたしません。一方、リース取引等の原

価である資金原価（金融費用）は、長期固定の資金調達のほかに変動金利による調達もあるため、この部分について

は市場金利の変動により影響を受けます。このため、市場金利が上昇した場合、原価計上額が増加する可能性があり

ます。

また、当社グループの資金調達は、間接調達のほかコマーシャル・ペーパー、社債などの直接調達も含まれており、調

達環境の変化によっては資金調達に影響を及ぼす可能性があります。

以上のように、今後の金利変動および調達環境の変化によっては、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可

能性がありますが、当社グループではＡＬＭ（資産・負債総合管理）分析にもとづきこれらの資金調達に関するリ

スクを厳重に管理し、必要に応じてリスクヘッジを行ってまいります。

　

③ 株価変動による影響

当社グループでは、取引企業との関係強化の観点から、有価証券への投資を行っております。当連結会計年度末現

在における、純資産の部に含まれるその他有価証券評価差額金は2,657百万円であります。

当社グループでは、個々の取引関係に応じて定期的に保有有価証券の見直しを実施しておりますが、今後の株価変

動によっては、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

④ 信用リスクによる影響

当社グループが展開している賃貸事業、割賦販売事業、営業貸付事業およびその他の事業は、それぞれ事業の特性

は異なりますが、いずれの事業も投下資本を比較的長期間にわたり分割回収する「信用供与取引」であるという点

では共通しております。このため、当社グループでは、取引先の業況を定期的に把握するとともに、与信が特定の企業

や業種などに偏らないように、独自の信用リスク管理システムを構築し、信用ランク（社内格付）別に一社（グルー

プ）与信限度額を設け、業種、信用状態に応じたきめ細かい与信管理を行い、リスク分散に努めております。

しかしながら、今後の景気動向などによっては、取引先の業績悪化や倒産をまねき、それに起因する貸倒損失等の

費用の発生が、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤ リース会計基準等の見直しによる影響について

リース取引に関して、平成19年３月30日付で「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）および

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）の改正が公表され、会計基準が従来

の賃貸借処理から売買処理に変更されることとなりました。新たなリース会計基準は平成20年４月１日以降開始す

る連結会計年度および事業年度から適用されることとされ、また、平成19年度税制改正により、平成20年４月１日以

降に契約を締結するリース取引については、税制面でも売買処理するものとされております。昨今、資産管理業務の

アウトソーシングなど、効率経営を行うための有力な手段としてリースを利用する動きが着実に増えるなど、リース

利用の目的は多様化しております。しかし、リース会計基準およびリース税制の見直しにより、取引先のリース利用

に変化が生じ、リース取引の契約実行高が減少する可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1) 業績

　

①　業績の総括

売上高は、賃貸事業の売上が減少したことなどにより、前連結会計年度比15,845百万円（3.5％）減少して435,277

百万円となりました。経常利益は、前連結会計年度比6,275百万円（34.1％）減少して12,144百万円となりました。

経常利益の減益要因は、資金原価を控除する前の売上総利益（以下「売上収益」という。）が特殊要因の反動減な

どにより微増にとどまるなかで、資金原価、貸倒費用、経費といったコストが増加したことであります。内訳は、資金

原価の増加3,324百万円、販売費及び一般管理費の増加2,029百万円（うち貸倒引当金繰入額の増加1,578百万円）、

営業外損益の悪化955百万円であります。

一方、当期純利益は、前連結会計年度において特別損失に計上した貸倒引当金繰入額15,413百万円の負担がなくな

り、前連結会計年度比10,519百万円増加の6,717百万円となりました。

営業活動の成果である営業資産残高は、賃貸事業の残高減少が影響し、前連結会計年度末比5,433百万円（0.5％）

減少して1,150,965百万円となりました。

この結果、ＲＯＡ（総資産経常利益率）は前連結会計年度比0.56ポイント低下し0.92％となりましたが、ＲＯＥ（自

己資本利益率）は15.47ポイント改善し、10.01％となりました。

　

②　事業の種類別セグメント（売上高、売上収益および営業資産残高）の状況

事業の種類別セグメントにおける売上高、売上収益および営業資産残高の状況は以下のとおりであります。なお、

売上高は、各事業の外部顧客に対する売上高で記載しております。

　

（賃貸事業）

業界全体のリース取扱高が前年同期比マイナスで推移する厳しい事業環境のなかで、収益性を重視した営業方針

の結果、新規実行高が前連結会計年度比73,241百万円（22.5％）減少しました。この結果、営業資産残高は前連結会

計年度末比32,474百万円（3.9％）減少して790,563百万円となりました。

売上高は、前連結会計年度比16,438百万円（4.6％）減少して343,191百万円となりました。これは、前連結会計年

度の特殊要因である大口リース契約の解約に伴う売上の反動減によるものであります。

売上収益は、2,001百万円（5.8％）減少して32,560百万円となりました。再リース・契約終了物件売却収益などの

二次収益が増加しましたが、リース貸倒費用の増加や前連結会計年度の大口リース契約の解約精算益の反動減によ

り、減益となりました。

　

（割賦販売事業）

営業資産（未実現利益控除後の割賦債権）は、海外拠点における新規実行高が好調であったことにより、前連結会

計年度末比5,227百万円（3.3％）増加して163,398百万円となりました。

売上高は、前連結会計年度比876百万円（1.1％）減少して77,196百万円となりましたが、売上収益は、716百万円

（14.2％）増加して5,776百万円となりました。
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（営業貸付事業）

営業資産（営業貸付債権）は、前連結会計年度末比7,774百万円（5.1％）増加して159,674百万円となりました。

企業の資産流動化ニーズに則した債権買取、マーケットが活況な船舶・不動産関連ファイナンスを重点分野として、

取り組みの強化を図った結果、債権買取は、残高が減少したものの、船舶・不動産関連ファイナンスはリスク管理に

留意しつつも、残高を積上げることができました。売上高は、営業資産の増加に伴う利息収入の増加により、前連結会

計年度比1,014百万円（24.9％）増加して5,092百万円となり、売上収益も1,022百万円（25.3％）増加して5,069百

万円となりました。

　

（その他の事業）

営業資産は、前連結会計年度末比14,038百万円（60.3％）増加して37,329百万円となりました。これは、不動産や

ローン債権などを対象とした証券化・流動化商品への投資残高でありますが、着実に残高を積上げております。

　また、保証業務では、ローン債権や売掛金の保証に加え、工作機械、船舶や車両といった輸送用機器などの動産を対

象とした引取保証も展開しております。保証残高（オフバランス）は、前連結会計年度末比72百万円（0.4％）減少

の18,548百万円となりました。

　売上高は、前連結会計年度比454百万円（4.9％）増加して9,796百万円となりました。また、売上収益は、投資業務の

収益増加などにより、前連結会計年度比296百万円（10.1％）増加して3,244百万円となりました。

　

以上の結果、セグメント全体の売上収益は、前連結会計年度比34百万円増加（0.1％）増加の46,650百万円となり

ました。

　

③　資金原価

資金原価は、市場金利の上昇の影響を受け、連結会計年度比3,324百万円（29.5％）増加して14,613百万円となり

ました。

　調達種類別の金利水準については、「第５経理の状況　⑤連結附属明細表　社債明細表　借入金等明細表」に記載の

とおりであります。

　

④　販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比2,029百万円（11.7％）増加して19,375百万円となりました。

経費（人件費・物件費）は、内部統制構築への対応ほか新システム稼動に伴い、自社利用ソフトウェアの減価償却負

担が増加したことなどにより、前連結会計年度比450百万円（2.7％）増加して17,337百万円となりました。

　一方、貸倒引当金繰入額は、前連結会計年度比1,578百万円（343.6％）増加して2,037百万円となりました。

　

⑤　営業外損益

営業外損益は、複合金融商品評価損625百万円を計上したことなどにより、前連結会計年度比955百万円

（218.3％）悪化し、517百万円の損失となりました。

　

⑥　特別損益

特別損益は、株価下落による投資有価証券評価損を1,910百万円計上したことなどにより、907百万円の損失となり

ましたが、前連結会計年度に計上した貸倒引当金繰入額の負担がなくなり、前連結会計年度比13,226百万円好転しま

した。

　

(2) 財政状態

①　資産の状況  

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末比50,155百万円（3.7％）減少して1,289,481百万円となりまし

た。営業資産の状況は、(1)　業績　に記載のとおりであります。

　営業資産以外の資産は、前連結会計年度末比46,066百万円（26.2％）減少して129,596百万円となりました。これは

前期末に手元流動性を考慮し、一時的に積上げた現金及び預金が73,770百万円減少したためであります。
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②　負債の状況

当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末比54,736百万円（4.3％）減少して1,219,780百万円となりました。

　このうち、有利子負債は、前連結会計年度末比46,664百万円（4.0％）減少して1,130,439百万円となりました。調達

コスト削減の観点からコマーシャル・ペーパーは14,900百万円増加しましたが、債権流動化は償還により減少しま

した。また、調達コストを抑制しつつ、流動性リスクにも対応するため、短期借入から長期変動借入金への振替を行

なった結果、短期借入金は163,691百万円減少する一方、長期借入金は140,701百万円増加しました。

　
　

③　純資産の状況

純資産額は、前連結会計年度末比4,580百万円（7.0％）増加して69,700百万円となりました。株価下落により、そ

の他有価証券評価差額金が3,407百万円（56.2％）減少しましたが、利益剰余金が5,243百万円（14.0%）増加したこ

とに加え、期末の円高進行により、繰延ヘッジ損益が2,948百万円増加したためであります。

　この結果、自己資本比率は0.53ポイント上昇し5.37％となりました。自己資本が増加した一方で、前連結会計年度末

に一時的に増加した現金及び預金残高の減少により、総資産が減少したことが主因であります。

　

(3) 資金調達および流動性

①　資金調達の基本方針

当社グループは、調達手段の多様化と調達先の分散を進めることにより、金融費用の抑制と調達基盤の拡大・安定

を図ることを資金調達の基本方針としております。

　具体的な調達戦略は、社長を委員長とし、担当役員等で構成されるＡＬＭ委員会において協議・決定し、また各時点

での経済・金融情勢に応じて機動的に見直しを実施しております。ＡＬＭ委員会ではこのほか、金利変動リスクや流

動性リスクについて多面的な分析を行い、収益とのバランスを図りつつ、リスク量をコントロールしています。

　

②　有利子負債の構成　　

当社グループの資金調達は、金融機関からの借入による間接調達と資本市場からの調達である直接調達で構成さ

れています。

　間接調達については、都市銀行、信託銀行、地方銀行、農林系金融機関、政府系金融機関、生命保険会社、損害保険会社

など幅広い業態から借入を行っております。

　直接調達は、コマーシャル・ペーパー、普通社債、ユーロ・ミディアム・ターム・ノートおよび債権流動化で構成さ

れております。当社は直接調達をより円滑に推進することを目的として有価証券報告書提出日（平成20年6月24日）

現在、発行登録枠1,500億円の国内普通社債および発行枠10億米ドル相当額のユーロ・ミディアム・ターム・ノート

について株式会社日本格付研究所 (JCR)から「Ａ(シングルＡフラット)」、株式会社格付投資情報センター(R&I)か

ら「Ａ－（シングルＡマイナス）」を、また発行限度額3,500億円のコマーシャル・ペーパーについてJCRから「Ｊ

－1」、R&Iから「a－1」の格付を取得しています。

　当連結会計年度末の有利子負債残高は1,130,439百万円で、その内訳は、間接調達が704,924百万円、直接調達は

425,514百万円であります。直接調達比率は37.6％であり、前連結会計年度末比0.5ポイント低下いたしましたが、調

達ポートフォリオは、金融情勢に応じて機動的かつ適切な組み換えを行っております。

　

③　資金調達の多様化と流動性確保

当社グループは、調達基盤を安定的に拡大させる観点から、上記のような資金調達手段の多様化に加えて、主要金

融機関を中心とする73,312百万円のコミットメントラインを設定しているほか、金融機関との間の未利用借入枠の

確保、債権流動化に適合する資産の積上げなどによる流動性対策を推進しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【賃貸資産】

(1) 設備投資等の概要

当社グループ(当社及び連結子会社)における当連結会計年度の賃貸資産設備投資(無形固定資産

を含む)の内訳は、次のとおりであります。

区分 取得価額(百万円) 構成比(％)

所有権移転外
ファイナンス・リース資産

情報・事務用機器 98,511 39.0

産業・土木・建設機械 47,367 18.7

その他 91,692 36.2

計 237,570 93.9

オペレーティング・リース資産 15,340 6.1

合計 252,911 100.0

なお、当連結会計年度において、賃貸取引の終了等により売却・除却した資産の内訳は、次のとおりで
あります。

区分 帳簿価額(百万円)

所有権移転外
ファイナンス・リース資産

情報・事務用機器 6,287

産業・土木・建設機械 3,087

その他 10,081

計 19,457

オペレーティング・リース資産 3,057

合計 22,515

　

(2) 主要な設備の状況

当社グループ(当社及び連結子会社)における賃貸資産の内訳は、次のとおりであります。

区分 帳簿価額(百万円) 構成比(％)

所有権移転外
ファイナンス・リース資産

情報・事務用機器 259,114 32.8

産業・土木・建設機械 165,613 20.9

その他 308,505 39.0

計 733,233 92.7

オペレーティング・リース資産 57,330 7.3

合計 790,563 100.0

　

(3) 設備の新設、除却等の計画

当社グループ(当社及び連結子会社)における当連結会計年度後１年間の賃貸資産の設備投資計

画は、次のとおりであります。

投資予定金額(百万円) 資金調達方法

賃貸資産 278,000 自己資金および借入金等

平成20年４月１日以降開始する連結会計年度から「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準13号（平成
５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19
年３月30日改正））を適用いたします。本設備投資計画は、改正前のリース会計基準にもとづくものであり、平成
21年３月期から適用する改正後リース会計基準では賃貸資産に計上されないものが含まれております。
重要な除却等の計画はありません。なお、取引先の意向等にもとづいて賃貸契約が終了した資産については、随

時除却を行っております。

　

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

 22/112



２ 【自社用資産】

(1) 設備投資の概要

特記すべき事項はありません。

　

(2) 主要な設備の状況

①　提出会社

　

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(人)土地(面積㎡)

建物及び
構築物

器具備品
その他

合計

本社
（東京都新宿区）

賃貸事業・割賦販売事業・営
業貸付事業・その他の事業

―（―） 108 26 134 369

本社分室
（東京都千代田区ほか）

同上 ―（―） 16 4 21 93

国内営業店
（東京都中央区ほか）

同上 ―（―） 43 28 72 272

寮社宅ほか
（東京都小平市ほか）

─ 1,327(1,568)186 0 1,514―　

　

②　国内子会社

　

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(人)土地(面積㎡)

建物及び
構築物

器具備品
その他

合計

東京オートリース㈱
本社・営業店
（東京都品川
区ほか）

賃貸事業・割賦
販売事業・その
他の事業

―（―） 11 106 117 215

東京リース管財㈱
本社・寮社宅
（東京都調布
市ほか）

賃貸事業・その
他の事業

625（2,093）93 1 719 7

　

③　在外子会社

在外子会社の事業所は５カ国（中国、シンガポール、英国、米国、マレーシア）にありますが、事務所

はいずれも連結会社以外からの賃借であり、特記すべき重要な設備はありません。

　

(3) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 64,199,000 64,199,000
東京証券取引所
（市場第一部）

─

計 64,199,000 64,199,000 ─ ─

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成９年６月27日 ─ 64,199 ─ 22,363△17,210 ─

（注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ─ 49 22 117 77 1 3,7644,030 ─

所有株式数
(単元)

─ 163,9556,638388,27433,965 1 48,353641,18680,400

所有株式数
の割合(％)

─ 25.57 1.04 60.56 5.29 0.00 7.54100.00 ─

(注)　自己株式81,207株は、「個人その他」の区分に812単元、「単元未満株式の状況」の欄に 7株含まれており

ます。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号 14,666 22.84

ケイ・エス・オー株式会社 東京都千代田区九段北四丁目１番10号 11,400 17.75

日新建物株式会社 東京都品川区上大崎三丁目２番１号 3,574 5.56

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,240 5.04

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,991 4.66

勧友エンタープライズ株式会社 東京都港区虎ノ門一丁目１番10号 2,738 4.26

みずほ信託退職給付信託　オリエ
ントコーポレーション口　再信託
受託者　資産管理サービス信託

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,000 3.11

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 1,951 3.04

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,270 1.97

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,092 1.70

計 ─ 44,924 69.97

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数すべて

が、信託業務に係る株式であります。

　　 ２　みずほ信託退職給付信託オリエントコーポレーション口再信託受託者資産管理サービス信託は、株式会社オリエ

ントコーポレーションから委託された信託財産であり、議決権行使に関する指図者は株式会社オリエントコー

ポレーションであります。

３　ケイ・エス・オー株式会社は、勧翔株式会社が平成20年３月31日付で社名変更したものであります。

４　バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社ほか計５社の共同保有者より、平成19年10月15

日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成19年10月８日（報告義務発生日）現在で、下表のとお

り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有状況の

確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ信託銀行株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 275 0.43

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 2,180 3.40

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ市
　フリーモント・ストリート45

2,087 3.25

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド

英国　ロンドン市　ロイヤル・ミント・コート
１

605 0.94

バークレイズ・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッド

英国　ロンドン市　カナリーワーフ　ノース・
コロネード５

104 0.16

計 ─ 5,253 8.18
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式　　　81,200

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　64,037,400 640,374 ―

単元未満株式 普通株式　　　80,400 ― ―

発行済株式総数 64,199,000 ― ―

総株主の議決権 ― 640,374 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が７株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京リース株式会社

東京都新宿区西新宿六丁目
10番１号

81,200 ─ 81,200 0.12

計 ─ 81,200 ─ 81,200 0.12

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 2,693 3,744

当期間における取得自己株式 574 601

　
(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（単元未満株式の売渡し請求によ
る売渡し）

600 767 ― ―

保有自己株式数 81,207 ― 81,781 ―

　
(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

および売渡しによる株式数は含めておりません。

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

 27/112



３ 【配当政策】

当社は、長期的な視野に立ち、経営基盤、財務体質の強化を図りながら、将来の事業展開に備えるための内部留保の

充実、業績ならびに配当性向等を総合的に勘案し、利益配分を行うことを基本方針とし、長期的な安定配当の維持に

取り組んでおります。

当社の剰余金の配当につきましては、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決

定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

内部留保につきましては、経営基盤の一層の強化と、コスト競争力を高めるために有効かつ効率的に活用してまい

ります。

当期の配当金につきましては、株主の皆さまに報いるため、安定配当を維持し、期末配当金額を12円、年間配当金額

を24円とさせていただきました。

当社は、「取締役会の決議をもって、毎年９月末日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式

質権者に対し、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めております。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年11月９日
取締役会決議

769 12.00

平成20年６月24日
定時株主総会決議

769 12.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,312 1,604 2,285 2,110 1,925

最低(円) 643 968 1,230 1,254 794

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,265 1,170 1,098 1,137 1,191 1,100

最低(円) 1,036 912 938 794 1,020 835

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
(代表取締役)

― 浅田　俊一 昭和24年３月22日

平成12年６月 株式会社第一勧業銀行執行役員

市場企画室長

(注)3 １

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行

常務執行役員営業担当役員

平成16年４月 株式会社みずほ銀行常務取締役

平成17年６月 株式会社みずほフィナンシャルグ

ループ

取締役副社長内部監査部門長

平成19年４月 同社取締役

平成19年６月 当社顧問

　同年同月 当社取締役副社長

平成20年４月 当社取締役社長（現任）

（主な兼職）

 東京リース管財株式会社取締役会長

取締役 ― 近藤　英男 昭和23年３月10日

昭和51年４月 当社入社

(注)3 12

平成８年６月 当社横浜支店長

平成14年10月 当社執行役員新宿支店長

平成16年６月 当社執行役員東日本エリア事業部

長

平成18年６月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社取締役常務執行役員(現任）

（主な兼職）

 エス・ディー・エル株式会社取締役社長

取締役 ― 野上　　誠 昭和28年８月15日

平成12年４月 株式会社第一勧業銀行支店第一部

支店担当部長

(注)3 ―

平成13年10月 同行堂島支店長

平成15年７月 株式会社みずほ銀行支店業務第五

部長

平成16年５月 同行業務部支店業務第二ユニット

担当部長

平成17年４月 同行執行役員渋谷中央支店長

平成19年４月 同行常務執行役員

平成20年５月 当社顧問

平成20年６月 当社取締役（現任）

（主な兼職）

 東京オートリース株式会社取締役社長

取締役 ― 加茂　善仁 昭和25年２月８日

昭和53年４月 弁護士登録

（第一東京弁護士会所属）

(注)3 ―

昭和61年９月 加茂法律事務所開設

代表弁護士（現任）

平成10年６月 経営法曹会議　常任幹事

平成13年６月 　同　　　　　事務局次長

平成18年６月 　同　　　　　常任幹事

平成19年10月 当社取締役(現任）

取締役 ― 芦澤　正志 昭和16年２月２日

昭和43年１月 日本土地建物株式会社入社

(注)3 ―

平成４年１月 同社鑑定部部長

平成６年１月 同社取締役鑑定部長

平成13年７月 同社常務取締役

平成14年７月 同社取締役常務執行役員

平成16年11月 同社取締役特別顧問

平成17年１月 同社特別顧問

平成20年２月 同社特別顧問退任

平成20年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 ― 斎藤　　脩 昭和22年９月14日

昭和45年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)3 ―

平成11年６月 同社取締役総合企画部長

平成12年４月 同社常務執行役員総合企画部長

平成13年４月 同社専務執行役員総合企画部長

平成14年９月 JFEホールディグス株式会社専務

執行役員

平成17年４月 JFEエンジニアリング株式会社代

表取締役社長

平成17年６月 JFEホールディングス株式会社取

締役（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

常勤監査役 ― 柴田　芳治 昭和20年２月22日

平成６年４月 株式会社第一勧業銀行六本木支店

長

(注)4 ３

平成８年３月 当社入社

平成９年６月 当社取締役国際部長

平成10年５月 当社取締役

Tokyo Leasing (U.S.A.) Inc.

取締役社長

平成12年６月 当社常務取締役

平成14年10月 当社常務執行役員国際事業部長

平成17年６月 当社常勤監査役（現任）

常勤監査役 ― 西村　三紀男 昭和22年２月11日

平成８年８月 株式会社第一勧業銀行シカゴ支店

長

(注)5 １

平成11年５月 第一勧業富士信託銀行株式会社

監査部審議役

平成11年10月 同行執行役員業務監査部長

平成12年10月 みずほ信託銀行株式会社

執行役員業務監査部長

平成16年４月 同行理事

平成16年６月 当社常勤監査役（現任）

常勤監査役 ― 伊藤　哲郎 昭和22年12月４日

平成10年６月 株式会社第一勧業銀行取締役営業

第三部長

(注)6 0

平成11年４月 同行取締役

平成11年６月 株式会社第一勧銀ハートサービス

代表取締役社長

平成14年４月 みずほマーケティングエキスパー

ツ株式会社代表取締役社長

平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役 ― 田村　榮 昭和15年10月31日

昭和39年４月 川崎製鉄株式会社入社

(注)5 １

昭和63年７月 同社水島製鉄所製銑部長

平成４年７月 同社理事化学事業部事業企画部長

平成６年７月 同社理事化学事業部副事業部長兼

同事業企画部長

平成７年６月 川鉄鉱業株式会社取締役

平成８年６月 同社常務取締役

平成12年６月 同社専務取締役

平成16年６月 当社常勤監査役

平成20年６月 当社監査役（現任）

計 20
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　　　(注)１　取締役加茂善仁、芦澤正志および斎藤　脩の三氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　常勤監査役西村三紀男および伊藤哲郎、ならびに監査役田村　榮の三氏は、会社法第２条第16号に定める社外監
査役であります。

３　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま
す。

４　平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま
す。

５　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま
す。

６　平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま
す。

７　当社では、取締役会における経営の意思決定および監督機能と各部門の業務執行機能を明確に区分し、経営効率
の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

　執行役員は、浅田俊一(執行役員社長）、川嶋　正（専務執行役員）、近藤英男（常務執行役員）、

　小野隆司(常務執行役員)、北川啓裕(常務執行役員)、望月隆夫（常務執行役員）、

　千葉　実(常務執行役員)、竹村善隆(常務執行役員)、豊田佳之（常務執行役員）、

　本田　健（常務執行役員）、大日向　洋（常務執行役員）、池田裕一郎（常務執行役員）、

　星野幹雄（執行役員）、赤石敏晴（執行役員）、菅原信行（執行役員）、森本吉彦（執行役員）、

　坪井正見(執行役員)、大池　収（執行役員）、佐藤修一（執行役員）、岩武篤彦（執行役員）、

　堂添伸一(執行役員)、村松孝志（執行役員）の22名であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主、取引先、従業員などのステークホルダー（利害関係者）に対し企業の社会的責任を最大

限に果たすため、次の５つの方針にもとづきコーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

ａ．コンプライアンスマインドの高揚 

ｂ．経営の透明性と適切な説明責任（情報開示）の明確化 

ｃ．リスクマネジメントの強化 

ｄ．環境経営の強化 

ｅ．健全・公正な取引の推進 

　

また、今後とも法制度・社会情勢の変化に応じて必要な見直しを行い、さらなるコーポレート・ガバナンスの強

化を図ってまいります。

　

　　②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

a. 経営管理体制

当社は、迅速な意思決定と業務執行の責任を明確にするため執行役員制度を導入しております。

　

(a) 取締役会

　取締役会は、６名の取締役で構成し、うち３名（有価証券報告書提出日現在）は取締役会の監督機能強化のた

め社外取締役としております。

　また、経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応するため、取締役の任期は１年としております。

　取締役会は、原則１ヵ月に１回の定時開催のほか、緊急な意思決定が必要な場合に臨時取締役会を開催し、経営

に関する重要事項などの審議・決定を行っております。

　

(b) 経営会議

経営会議は、業務執行に関する重要事項を迅速に審議するために設置し、社長、取締役執行役員および経営企

画部、営業統轄部、財務部を管掌する執行役員により構成されています。

経営会議は原則として毎週１回開催し、経営に関わる課題や業務執行状況について討議・報告を行っており

ます。

　

(c) 内部監査および監査役監査、会計監査の状況

内部監査は、監査室（人員12名）が、各部店の業務執行状況に関し、法令および社内手続の遵守状況、ならびに

効率性について監査するとともに、財務報告に係る内部統制についても有効性の評価を行っております。問題事

項があれば、指導や是正勧告を行うなどにより、内部統制システムの実効的運用を図っています。監査結果は、速

やかに社長に報告し、さらに四半期毎に取締役会に報告を行っております。

監査役監査は、有価証券報告書提出日現在３名の常勤監査役（うち２名は社外監査役）による監査役制度を

採用して行っております。監査役は、取締役の職務執行状況の適法性を監査し、原則として２ヵ月に１回の監査

役会および週１回の監査役連絡会を開催しています。また、監査役は、内部監査部門や会計監査人に対しても必

要に応じて監査報告を求めるなど情報の共有化・連携強化をはかり、監査機能の更なる充実に取り組んでおり

ます。
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会計監査は、新日本監査法人を選任しております。会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等については、

次のとおりであります。また、監査業務にかかる補助者の構成は、監査法人の選定基準にもとづき、公認会計士３

名、会計士補等３名、その他２名から構成されております。

　

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員　業務執行社員　千頭   力

新日本監査法人指定社員　業務執行社員　成澤　和己

指定社員　業務執行社員　木村　 修

※継続監査年数は、いずれも７年以内であります。

　

(d) 役員報酬および監査報酬

当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

取締役の年間報酬総額 　　113百万円　(うち社外取締役13百万円)

監査役の年間報酬総額 　　 60百万円　(うち社外監査役44百万円)

当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりです。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務にもとづく報酬 　　55百万円

上記以外の業務にもとづく報酬　　　　　　　　　　　　　　 18百万円

(e) 社外取締役および社外監査役との関係

平成20年６月24日開催の定時株主総会をもって退任いたしました社外取締役内田昌一氏は、株式会社京果食

品の代表取締役会長であり、当該会社と当社の間にはＯＡ機器等のリース取引があります。

社外監査役西村三紀男、伊藤哲郎および田村榮の三氏は、役員持株会を通じて取得した当社株式を所有してお

ります。

社外取締役および社外監査役との間に、上記以外の人的関係、資本的関係および取引関係その他利害関係はあ

りません。

(f) 責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項にもとづき、社外取締役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任につい

て、法令が規定する額を限度とする旨の責任限定契約を締結しております。

(g) 取締役の員数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

(h) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によら

ないものとする旨も定款で定めております。

(i) 自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に柔軟に対応するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款に定めております。

(j) 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定

款で定めております。
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b. ＣＳＲ経営等

　東京リースは、真に企業に求められているのは、社会・倫理・環境などの面における軸のぶれないＣＳＲ経営

にあると考え、「当たり前の事を当たり前にやる」ことを企業行動規範として、ＣＳＲ活動に積極的に取り組ん

でおります。

　

(a) コンプライアンス

コンプライアンスとは、法令はもとより社会規範・企業倫理を遵守することであるとの認識の下、コンプラ

イアンス委員会がコンプライアンスに関する事項を統括するとともに、コンプライアンス担当役員を設置し、

ＣＳＲ推進室を責任部署として「コンプライアンスハンドブック」を活用した勉強会を適宜実施するなど、コ

ンプライアンスの徹底を図っています。

また、社内外に設置しているコンプライアンス相談窓口の機能を拡大し、公益通報を始め、法令違反行為等に

限らない業務遂行上の疑問点、問題点についての通報・相談も受け付ける体制としております。

　

(b) リスク管理

信用リスクについては信用リスク委員会、金利変動等の市場リスクおよび流動性リスクについてはＡＬＭ委

員会を設置し、リスクの予防・最小化に努めています。事故災害リスク、法務リスク、事務処理上のリスク、人的

リスク等については、発生し得るリスクの抽出、分析、対応方針を定めたリスクマネジメントシステムを構築

し、各リスクの対応状況を定期的にチェックしています。

また、重大な危機が発生した緊急事態に際しては、被害を最小化することを目的として「危機管理委員会」

を設置し、迅速かつ組織的に対応することとしています。

　

(c) 情報セキュリティ

当社グループは、社会から信頼される企業を目指し、情報セキュリティについての意識を高め、顧客情報等の

漏えい、流出、改ざんによる事件・事故を予防することを目的に、情報セキュリティマネジメントシステムを構

築しています。

現在、当社及び国内主要グループ会社において、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格である

「ＩＳＯ／ＩＥＣ27001:2005」の認証を取得しています。

　

(d) 環境経営

リース会社は「モノ」を取り扱う金融機関であり、自身として環境へ配慮しつつ、取引先の環境問題解決を

ビジネスチャンスに繋げています。当社は環境問題への取組みを経営課題の一つと位置付けており、自身の取

組みとして、平成15年７月に当社の全ての事業所と国内主要グループ会社において、ＩＳＯ14001の認証を取得

し、エコ・オフィスづくりを通して環境保全活動を推進しています。

また、風力発電、廃プラスチックリサイクル設備、廃水浄化設備等、環境負荷を低減させる環境調和型製品に

関するファイナンスの積極的な推進、「排出権」ビジネスへの参加、使用期間が満了したリース・レンタル物

件のリユース・リサイクル推進など、同業他社の中では早くから事業活動を通じた環境問題解決に注力してき

ました。このような継続的な環境活動が評価され、平成17年３月、日本政策投資銀行の「環境配慮型経営促進事

業」における最上位の環境格付を取得し、同行から低利の長期資金を調達しています。

　
　

(e) 社会貢献

当社グループは、「良き企業市民として社会的責任を果たし社会貢献活動を行うこと」という基本姿勢の

下、平成16年10月、役職員有志による「社会貢献基金・Ｔ-ＰＯＴクラブ」を立ち上げ、会社と同クラブとが同

額を拠出して社会貢献活動推進に役立てる仕組みを作りました。

また、平成16年度から毎年実施している、ＣＯ２削減に向けたケナフ植栽に加え、植林等の環境保全、青少年

教育、社会福祉分野等の様々な団体へ寄付を行うとともに、地球環境保全への積極的な貢献を目指し「チーム

・マイナス６％」（京都議定書による温室効果ガス排出量６％削減を目指す国民プロジェクト）にも参加し

ています。これらのほかにも、リースアップパソコンや使用済みプリペイドカードの寄贈、自然保護団体への社

内募金活動など、幅広い活動を行っています。

　
以上の活動内容を広くご理解いただけるよう、例年「ＣＳＲ報告書」を発行しております。今後もＣＳＲ活

動を積極かつ継続的に展開していくとともに、情報開示にも積極的に取り組んでまいります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)にもとづいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

にもとづき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表

規則にもとづいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)にもとづいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則にもと

づき、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則にもとづ

いて作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定にもとづき、また当連結会計年度(平成19年

４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金

融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日

本監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※3 88,325 14,554

　２　割賦債権 ※3 165,746 172,318

　３　営業貸付債権 ※3 151,899 159,674

　４　有価証券 700 21,356

　５　繰延税金資産 1,072 1,298

　６　その他の流動資産
※8
 

39,467 41,518

　７　貸倒引当金 △ 2,614 △ 2,574

　　　流動資産合計 444,59633.19 408,14631.65

Ⅱ　固定資産

　(Ⅰ)有形固定資産 ※1

　　(ア)賃貸資産

　　　１　リース資産 ※3 743,879 717,229

　　　２　リース資産前渡金 2,860 2,250

　　　　　賃貸資産計 746,740 719,480

　　(イ)社用資産 2,719 2,796

　　　有形固定資産合計 749,45955.95 722,27756.01

　(Ⅱ)無形固定資産

　　(ア)賃貸資産

　　　１　リース資産 79,158 73,333

　　　　　賃貸資産計 79,158 73,333

　　(イ)その他の無形固定資産 582 4,776

　　　無形固定資産合計 79,7405.95 78,1106.06

　(Ⅲ)投資その他の資産

　　　１　投資有価証券 ※2,3 46,606 62,898

　　　２　固定化営業債権 ※6 18,181 ―

　　　３　破産更生債権等 ― 19,100

　　　４　繰延税金資産 1,681 3,594

　　　５　その他の投資 ※3 16,758 13,381

　　　６　貸倒引当金 △ 17,386 △ 18,027

　　　投資その他の資産合計 65,8404.91 80,9476.28

　　　固定資産合計 895,04066.81 881,33568.35

　　　資産合計 1,339,637100.00 1,289,481100.00
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※8 54,182 45,845

　２　短期借入金 374,595 210,904

　３　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※3 50,458 68,815

　４　一年以内償還予定の社債 10,000 21,800

　５　コマーシャル・ペーパー 306,200 321,100

　６　特定債権譲渡支払債務 ※7 48,179 47,256

　７　未払法人税等 5,823 1,094

　８　割賦未実現利益 7,575 8,919

　９　賞与引当金 401 386

　10　その他の流動負債 17,552 18,446

　　　流動負債合計 874,96865.31 744,56957.74

Ⅱ　固定負債

　１　社債 16,000 -

　２　長期借入金 ※3 302,860 425,204

　３　長期特定債権譲渡
　　　支払債務

※7 68,809 35,358

　４　繰延税金負債 747 2,499

　５　退職給付引当金 649 609

　６　メンテナンス引当金 243 240

　７　その他の固定負債 10,238 11,299

　　　固定負債合計 399,54829.83 475,21136.86

　　　負債合計 1,274,51795.14 1,219,78094.60
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 22,3631.67 22,3631.73

　２　資本剰余金 0 0.00 1 0.00

　３　利益剰余金 37,4622.79 42,7053.31

　４　自己株式 △ 77△0.00 △ 80△0.00

　　　株主資本合計 59,7494.46 64,9895.04

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

6,0650.45 2,6570.20

　２　繰延ヘッジ損益 △ 682△0.05 2,2650.17

　３　為替換算調整勘定 △ 284△0.02 △ 558△0.04

　　　評価・換算差額等合計 5,0970.38 4,3640.33

Ⅲ　少数株主持分 273 0.02 346 0.03

　　　純資産合計 65,1204.86 69,7005.40

　　　負債純資産合計 1,339,637100.00 1,289,481100.00
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 451,122100.00 435,277100.00

Ⅱ　売上原価 415,79492.17 403,23992.64

　　　売上総利益 35,3277.83 32,0377.36

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 17,3463.84 19,3754.45

　　　営業利益 17,9813.99 12,6622.91

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 89 140

　２　受取配当金 324 313

　３　持分法による投資利益 153 175

　４　組合出資利益 257 ―

　５　雑収益 ※2 437 ―

　６　その他の営業外収益 69 1,3320.29 200 829 0.19

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 550 538

　２　為替差損 150 ―

　３　複合金融商品評価損 ― 625

　４　その他の営業外費用 193 894 0.20 183 1,3470.31

　　　経常利益 18,4194.08 12,1442.79

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 1,358 1,3580.30 1,004 1,0040.23

Ⅶ　特別損失

　１　貸倒引当金繰入額 15,413 ―

　２　減損損失 53 ―

　３　投資有価証券評価損 25 1,910

　４　投資有価証券売却損 ― 15,4923.43 1 1,9110.44

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

4,2860.95 11,2372.58

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

9,104 5,938

　　　法人税等調整額 △ 1,033 8,0701.79 △ 1,440 4,4971.03

　　　少数株主利益 16 0.00 21 0.01

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失（△）

△ 3,801△0.84 6,7171.54
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 22,363 0 42,556 △ 71 64,849

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― △ 577 ― △ 577

　剰余金の配当（中間配当） ― ― △ 705 ― △ 705

　役員賞与（注） ― ― △ 10 ― △ 10

　当期純損失 ― ― △ 3,801 ― △ 3,801

　自己株式の取得 ― ― ― △ 7 △ 7

　自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 △ 5,094 △ 6 △ 5,100

平成19年３月31日残高(百万円) 22,363 0 37,462 △ 77 59,749

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 10,433 ― △ 1,0579,375 32 74,256

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △ 577

　剰余金の配当（中間配当） ― ― ― ― ― △ 705

　役員賞与（注） ― ― ― ― ― △ 10

　当期純損失 ― ― ― ― ― △ 3,801

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △ 7

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 4,367△ 682 773△ 4,277 240△ 4,036

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 4,367△ 682 773△ 4,277 240△ 9,136

平成19年３月31日残高(百万円) 6,065△ 682 △ 284 5,097 273 65,120

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 22,363 0 37,462 △ 77 59,749

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 － － △1,474 － △1,474

　当期純利益 － － 6,717 － 6,717

　自己株式の取得 － － － △ 3 △ 3

　自己株式の処分 － 0 － 0 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ 0 5,243 △3 5,240

平成20年３月31日残高(百万円) 22,363 1 42,705 △ 80 64,989

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 6,065△ 682 △ 284 5,097 273 65,120

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 － － － － － △1,474

　当期純利益 － － － － － 6,717

　自己株式の取得 － － － － － △ 3

　自己株式の処分 － － － － － 0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△3,407 2,948△ 273 △ 733 73 △659

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△3,407 2,948△ 273 △ 733 73 4,580

平成20年３月31日残高(百万円) 2,657 2,265△ 558 4,364 346 69,700
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 4,286 11,237

　２　賃貸資産及び社用資産減価償却費 269,406 269,079

　３　貸倒引当金の増減額（減少：△） 15,053 634

　４　賞与引当金の増減額（減少：△） 8 △ 22

　５　退職給付引当金の増減額（減少：△） △ 178 △ 40

　６　有価証券及び投資有価証券評価損 25 1,910

　７　受取利息及び受取配当金 △ 414 △ 454

　８　資金原価及び支払利息 11,839 15,151

　９　持分法による投資損益 △ 153 △ 175

　10　有価証券及び投資有価証券売却損益 △ 1,358 △ 1,003

　11　割賦債権の増減額（増加：△） △ 7,770 △ 3,207

　12　営業貸付債権の増減額（増加：△） △ 34,594 △ 8,178

　13　賃貸資産の取得等 △ 289,438 △ 229,786

　14　営業目的出資等の増減額（増額：△） △ 27,509 △ 14,142

　15　固定化営業債権の増減額（増加：△） △ 15,130 -

　16　破産更生債権等の増減額（増加：△） - △ 973

　17　支払手形及び買掛金の増減額（減少：△） △ 891 △ 8,450

　18　その他の営業活動による増減額 11,131 △ 404

　　　　小計 △ 65,689 31,173

　19　利息及び配当金の受取額 561 563

　20　利息の支払額 △ 11,860 △ 15,093

　21　法人税等の支払額 △ 10,421 △ 9,527

　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 87,409 7,115

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　社用資産の取得による支出 △ 184 △ 4,042

　２　投資有価証券の取得による支出 △ 2,127 △ 6,648

　３　投資有価証券の売却による収入 2,011 1,408

　４　連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得 - △ 1,095

　５　その他の投資活動による増減額 △ 598 △ 615

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 898 △ 10,993

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額（減少：△） 82,435 △ 165,638

　２　コマーシャル・ペーパーの純増減額（減少：△） 19,000 14,900

　３　長期借入れによる収入 99,268 194,825

　４　長期借入金の返済による支出 △ 63,632 △ 56,326

　５　社債の発行による収入 10,000 5,800

　６　社債の償還による支出 △ 36,457 △ 10,000

　７　債権流動化による収入 214,100 74,400

　８　債権流動化の償還等による支出 △ 152,148 △ 108,774

　９　配当金の支払額 △ 1,282 △ 1,474

　10　その他の財務活動による増減額 △ 16 △ 30

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 171,267 △ 52,319

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 306 28

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 83,265 △ 56,167

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 4,377 87,645
Ⅶ　連結範囲の変動による
　　現金及び現金同等物の増減額

1 -

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 87,645 31,477
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数…94社
主要な連結子会社名は、「第１　企
業の概況」の「４　関係会社の状
況」に記載しているため省略してお
ります。
東瑞融資租賃有限公司ほか計13社
を新たに設立したため、連結の範囲
に含めております。
　また、Barco Navigation S.A.ほか
計３社は、事業目的終了により清算
したため、子会社でなくなりました。
 
　なお、非連結子会社であったティー
エルシーフリージア㈲ほか計41社に
ついては、重要性が増したため、連結
の範囲に含めることといたしまし
た。 
　

(1) 連結子会社の数…101社
主要な連結子会社名は、「第１　企
業の概況」の「４　関係会社の状
況」に記載しているため省略してお
ります。
TLC Capital(Malaysia) Sdn.Bhd.
ほか計10社を新たに設立し、資生堂
リース㈱（現 エス・ディー・エル
㈱）は株式取得により連結の範囲に
含めております。
また、東京リースエスピーシー㈱
ほか計４社は、事業目的終了により
清算したため、子会社でなくなりま
した。

(2) 主要な非連結子会社名

ティーエルシーリーシング㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　子会社ティーエルシーリーシング

㈱ほか計81社は、主として匿名組合

契約方式による賃貸事業を行ってい

る営業者等であり、その資産および

損益は実質的に当該子会社に帰属し

ないかあるいは僅少であるため、連

結財務諸表規則第５条第１項第２号

により連結の範囲から除外しており

ます。

  また、子会社ＴＬＣマシナリー

リーシング㈲ほか計７社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純利益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等は、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。

　

(2) 主要な非連結子会社名

ティーエルシーリーシング㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　子会社ティーエルシーリーシング

㈱ほか計80社は、主として匿名組合

契約方式による賃貸事業を行ってい

る営業者等であり、その資産および

損益は実質的に当該子会社に帰属し

ないかあるいは僅少であるため、連

結財務諸表規則第５条第１項第２号

により連結の範囲から除外しており

ます。

  また、子会社ＴＬＣマシナリー

リーシング㈲ほか計７社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純利益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しておりま

す。

　

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数…５社

　　主要な会社名

　　　富士通リース㈱

持分法適用の関連会社であったヤ

ナセオートリース㈱は、営業活動を

停止したことに伴い、持分法の適用

範囲から除外いたしました。

また、Isuzu Finance of Ameri　

ca,Inc.については、新たに株式を取

得したことから、当連結会計年度よ

り持分法適用の関連会社に含めてお

ります。

(1) 持分法適用の関連会社数…５社

　　主要な会社名

　　　富士通リース㈱

持分法適用の関連会社であった㈱

ＫＴＮヘルスケアについては、保有

株式を売却したことにより持分法の

適用範囲から除外いたしました。

また、㈱オリコオートリースにつ

いては、新たに株式を取得したこと

から、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社に含めております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社のうち主要な会社名

ティーエルシーリーシング㈱

（持分法を適用しない理由）

非連結子会社88社および関連会社

１社については、それぞれ当期純損

益および利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社のうち主要な会社名

ティーエルシーリーシング㈱

（持分法を適用しない理由）

非連結子会社87社および関連会社

１社については、それぞれ当期純損

益および利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

(3) 持分法適用会社のうち決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

(3) 持分法適用会社のうち決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、Tokyo Leas

ing (U.S.A.) Inc.ほか計10社の決

算日は12月31日でありますが、連結

決算日との差異が３ヵ月以内である

ため、当該会社の事業年度の財務諸

表を基礎として連結しております。

ただし、連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行なっておりま

す。

また、ティーエルシーフリージア

㈲ほか計35社については、連結決算

日現在で実施した仮決算にもとづく

財務諸表を使用しております。

連結子会社のうち、Tokyo Leas

ing (U.S.A.) Inc.ほか計10社の決

算日は12月31日でありますが、連結

決算日との差異が３ヵ月以内である

ため、当該会社の事業年度の財務諸

表を基礎として連結しております。

ただし、連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行なっておりま

す。

また、ティーエルシーフリージア

㈲ほか計34社については、連結決算

日現在で実施した仮決算にもとづく

財務諸表を使用しております。

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準および評価
方法
　①　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格等にもとづく時

価法
　　　　（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しており
ます。）

　　　　なお、組込デリバティブを区分し
て測定することができない複
合金融商品は、複合金融商品
全体を時価評価し、評価差額
を当連結会計年度の損益に計
上しております。

　　　　

(1) 重要な資産の評価基準および評価
方法
　①　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左　　　　
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法
　　　　なお、投資事業有限責任組合およ

びそれに類する組合への出資
（証券取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて
入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取
り込む方法によっております。

　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法
　　　　なお、投資事業有限責任組合およ

びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっており
ます。

　②　デリバティブ
　　　時価法

　②　デリバティブ
同左

(2) リース資産の減価償却の方法
　　　主として、リース契約期間を償却年

数とし、リース契約期間満了時に
見込まれるリース資産の処分価額
を残存価額として、当該期間内に
定額償却する方法であります。

　　　なお、リース資産の処分損失に備え
るため、減価償却費を追加計上し
ております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
　①　リース資産
　　　主として、リース契約期間を償却年

数とし、リース契約期間満了時に
見込まれるリース資産の処分価額
を残存価額として、当該期間内に
定額償却する方法であります。

　　　なお、リース資産の処分損失に備え
るため、減価償却費を追加計上し
ております。

　②　社用資産
　　　主として定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に
取得した建物（建物附属設備を除
く）については、定額法を採用し
ております。

　③　その他の無形固定資産

　　　主として定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能
期間（５年）にもとづく定額法を
採用しております。
 

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

 45/112



　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については
貸倒実績率による算定額、貸倒
懸念債権および破産更生債権等
については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上
しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

同左

　②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上してお
ります。

　②　賞与引当金
同左

　③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額にもとづき計上しており

ます。

過去勤務債務は、その発生年

度に全額費用処理しておりま

す。

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

 

　③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額にもとづき計上しており

ます。

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　④　メンテナンス引当金

メンテナンスサービス付リー
ス取引およびメンテナンスサー
ビスに係る車検整備に要する将
来の支出に備えるため、その負
担見込額にもとづき計上してお
ります。

　④　メンテナンス引当金

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

　　　なお、在外子会社等の資産および負

債、ならびに収益および費用につ

いては、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

　　　なお、在外子会社等の資産および負

債、ならびに収益および費用につ

いては、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引(所有権移

転外ファイナンス・リース取引)

については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法
　①　ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジによって
おります。
また、特例処理の要件を満た

している金利スワップについて
は特例処理によっております。
　なお、「リース業における金融
商品会計基準適用に関する当面
の会計上及び監査上の取扱い」
(日本公認会計士協会 業種別監
査委員会報告第19号　平成12年
11月14日)に定める負債の包括
ヘッジについては、同報告にも
とづく処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
　①　ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジによって
おります。
また、特例処理の要件を満た

している金利スワップについて
は特例処理によっております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段
　　　　借入金、為替予約、通貨スワップ、

金利スワップおよび金利オプ
ション

　　　ヘッジ対象
　　　　予定取引、借入金、社債、コマー

シャル・ペーパーおよび営業
貸付債権

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段
　　　　借入金、為替予約、金利スワップ、

金利オプション、通貨スワッ
プ

　　　ヘッジ対象
　　　　予定取引、借入金、営業貸付債権
　　　　

　③　ヘッジ方針
　　　　資金調達・運用活動に伴って発生

する金利変動リスクを適切にコ
ントロールし、収益の安定化を
図る目的でデリバティブ取引を
利用しております。

　③　ヘッジ方針
　　　　資金調達・運用活動に伴って発生

する為替・金利変動リスクを適
切にコントロールし、収益の安
定化を図る目的でデリバティブ
取引を利用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　④　有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジの有効性を評

価しております。 

　また、外貨建予定取引のヘッジ

については、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の金額・期間等の重要な

条件が同一であることをもっ

て、ヘッジの有効性を評価して

おります。 

　負債の包括ヘッジについては、

デリバティブ取引により、ヘッ

ジ対象から発生するキャッシュ

・フロー変動リスクが総体とし

て削減されており、加えて、ヘッ

ジ手段であるデリバティブ取引

の想定元本がヘッジ対象である

リース契約等に対応する負債の

範囲内に収まっていることを検

証することで、ヘッジの有効性

を評価しております。 

　ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

　なお、連結子会社においては上

記に準じた方法でヘッジの有効

性を評価しております。 

　④　有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジの有効性を評

価しております。 

　また、外貨建予定取引のヘッジ

については、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の金額・期間等の重要な

条件が同一であることをもっ

て、ヘッジの有効性を評価して

おります。 

　ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

　なお、連結子会社においては上

記に準じた方法でヘッジの有効

性を評価しております。 

　　　　

(7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

(7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

　　消費税等の会計処理
　　　消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま
す。

　　消費税等の会計処理
同左

５　連結子会社の資産および
負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価
については、全面時価評価法を採用し
ております。

同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

５年間で均等償却しております。 同左

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金(現金及び現金同等物)は手許
現金、随時引き出し可能な預金および
容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヵ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

同左
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会計方針の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 

平成17年12月９日　企業会計基準第５号）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

　また、これまでの資本の部に相当する金額は、

65,529百万円であります。 

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成してお

ります。 

――――――――

―――――――

 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した社用資産（有形

固定資産）については、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。この変更による損

益に与える影響額は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）

「組合出資利益」は前連結会計年度まで営業外収益

の「その他の営業外収益」に含めて表示しておりまし

たが、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分

掲記することといたしました。 

　なお、前連結会計年度における「組合出資利益」の金

額は、59百万円であります。 

――――――――

―――――――

 

（連結貸借対照表）

（1）改正「金融商品取引法」（昭和23年法律25号）

が平成19年９月30日付けで施行されたことに伴い、

「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士

協会　会計制度委員会報告第14号）が改正され、匿名組

合等への出資および信託受益権への投資を有価証券と

して表示することとなったことにより、当連結会計年

度から、従来「その他の投資」に含めて表示していた

匿名組合等への出資および信託受益権への投資を「投

資有価証券」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度末において「投資有価証券」に

含めた金額は、7,345百万円、前連結会計年度末に「そ

の他の投資」に含めた金額は6,974百万円であります。

 

（2）前連結会計年度において「固定化営業債権」と

して掲記しておりましたものは、当連結会計年度から

「破産更生債権等」として表示しております。
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追加情報

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

従来、役員および執行役員の退職慰労金の支出に備

えるため、「役員退職慰労引当金」および「退職給付

引当金」を計上しておりましたが、退職慰労金制度を

廃止し、廃止日までの在任期間中にかかる退職慰労金

を退任時に支給することといたしました。これに伴い、

退職慰労金相当額を長期未払金として固定負債の「そ

の他の固定負債」に含めて表示しております。

 

――――――――

―――――――

 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した社用資産（有形

固定資産）については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により、取得価額の５％に達した

連結会計年度の翌連結会計年度から、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に

伴う損益に与える影響額は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

賃貸資産 1,025,843百万円

社用資産 1,193百万円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額

賃貸資産 1,087,748百万円

社用資産 1,240百万円
　

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 7,151百万円
　

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 9,538百万円
　

※３　担保に供している資産および対応する債務

　　(1) 担保に供している資産

現金及び預金
割賦債権

42百万円
   352百万円

営業貸付債権 2,012百万円

リース資産 70,390百万円

計 72,797百万円

このほかに、その他の投資1,108百万円を営業取引
のために差し入れております。

※３　担保に供している資産および対応する債務

　　(1) 担保に供している資産

現金及び預金
割賦債権

38百万円
187百万円

営業貸付債権 1,241百万円

リース資産 60,881百万円

計 62,349百万円

このほかに、投資有価証券他956百万円を営業取引
のために差し入れております。

　　(2) 担保提供資産に対応する債務

長期借入金
(一年以内返済予定を含む)

52,827百万円

　

　　(2) 担保提供資産に対応する債務

長期借入金
(一年以内返済予定を含む)

40,412百万円

　
　４　偶発債務

    (1) 営業上の取引として銀行借入金等に対し、次の

とおり保証しております。

ジャパン・セキュリタイゼー
ション・コーポレーション

4,839百万円

㈱みずほ銀行 1,253百万円

イー・ギャランティ㈱ 1,124百万円

ビージー─２組合 633百万円

㈱三井住友銀行 265百万円

大京建機㈱ 176百万円

その他11社 304百万円

計 8,598百万円

 

　 (2) 機械設備等の引取保証

RIVER SPRING CORPORATION8,832百万円

その他29社 1,190百万円

計 10,022百万円
　

　４　偶発債務

    (1) 営業上の取引として銀行借入金等に対し、次の

とおり保証しております。

ジャパン・セキュリタイゼー
ション・コーポレーション ※

3,669百万円

イー・ギャランティ㈱ ※ 1,969百万円

㈱トーメンデバイス ※ 800百万円

㈱みずほ銀行 ※ 721百万円

大京建機㈱ 308百万円

シダックス・コミュニティー㈱ 227百万円

その他13社 541百万円

計 8,236百万円

※　上記会社の有する金銭債権等について当社が

　　保証したものであります。

　 (2) 機械設備等の引取保証

RIVER SPRING CORPORATION8,832百万円

その他31社 1,479百万円

計 10,311百万円
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　５　貸出コミットメント

(1)　貸手側

貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 21,476百万円

貸出実行残高 4,419百万円

差引額 17,057百万円

なお、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する審査

を貸出の条件としているものが含まれているた

め、必ずしも全額が貸出実行されるものではあり

ません。

(2)　借手側

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

16行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約にもとづく借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 72,382百万円

借入実行残高 97百万円

差引額 72,285百万円

　５　貸出コミットメント

(1)　貸手側

貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 25,308百万円

貸出実行残高 4,250百万円

差引額 21,057百万円

なお、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する審査

を貸出の条件としているものが含まれているた

め、必ずしも全額が貸出実行されるものではあり

ません。

(2)　借手側

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

15行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約にもとづく借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 73,312百万円

借入実行残高 152百万円

差引額 73,159百万円

※６　固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項第
10号に定める債権であります。

　６　　　　　　　―――――――

※７　特定債権譲渡支払債務および長期特定債権譲渡支

払債務は、「資産の流動化に関する法律」等にもと

づく資金調達額であります。

　　　なお、この法律等にもとづき譲渡したリース契約債権

残高は、140,457百万円であります。

※７　特定債権譲渡支払債務および長期特定債権譲渡支

払債務は、「資産の流動化に関する法律」等にもと

づく資金調達額であります。

　　　なお、この法律等にもとづき譲渡したリース契約債権

残高は、98,144百万円であります。

　　　

※８　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理を行っております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。

　８　　　　　　　―――――――

           受取手形               　　113百万円           

           支払手形　               4,090百万円　           

　
　

次へ
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給与手当 8,163百万円

貸倒引当金繰入額 459百万円

賞与引当金繰入額 401百万円

事務費 2,021百万円

　

※２　営業外の与信取引に伴う受取手数料であります。

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給与手当 8,361百万円

貸倒引当金繰入額 2,037百万円

賞与引当金繰入額 379百万円

事務費 2,514百万円

　

　 ２　　　　　　　――――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 64,199,000 － － 64,199,000

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 76,564 4,200 400 80,364

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　4,200株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の売渡しによる減少　  　　400株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 577  9.00平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年11月８日
取締役会

普通株式 705 11.00平成18年９月30日 平成18年12月８日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 705 11.00平成19年３月31日 平成19年６月27日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 64,199,000 － － 64,199,000

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 80,364 2,693 600 82,457

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　2,693株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の売渡しによる減少　  　　600株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 705 11.00平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年11月９日
取締役会

普通株式 769 12.00平成19年９月30日 平成19年12月10日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 769 12.00平成20年３月31日 平成20年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

現金及び預金 88,325百万円

短期借入金勘定に含まれる
当座借越

△680百万円

現金及び現金同等物 87,645百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

現金及び預金 14,554百万円

有価証券勘定に含まれる譲渡性
預金

19,000百万円

短期借入金勘定に含まれる
当座借越

△2,077百万円

現金及び現金同等物 31,477百万円

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　借手側(当社グループが借手となっているリース取

引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

１　借手側(当社グループが借手となっているリース取

引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 543 256 286

その他 30 20 10

合計 574 277 297

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 2,114 1,024 1,090

その他 1,010 351 658

合計 3,124 1,376 1,748

(注)　同左

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 199百万円

１年超 639百万円

合計 838百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によってお

ります。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 647百万円

１年超 1,586百万円

合計 2,234百万円

(注)　同左

　(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 127百万円

減価償却費相当額 127百万円

　(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 242百万円

減価償却費相当額 242百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　貸手側(当社グループが貸手となっているリース取

引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

２　貸手側(当社グループが貸手となっているリース取

引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高

取得価額
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

情報・事務用
機器

688,826419,288269,538

産業・土木・
建設機械

466,935297,142169,793

その他 700,707375,407325,300

合計 1,856,4691,091,837764,631

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高

取得価額
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

情報・事務用
機器

688,358429,244259,114

産業・土木・
建設機械

473,046307,432165,613

その他 733,269424,763308,505

合計 1,894,6731,161,440733,233

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 238,476百万円

１年超 542,806百万円

合計 781,283百万円

　　　　このうち、転貸リース取引に係る貸手側の未経過

リース料の期末残高相当額は518百万円(うち１年

以内80百万円)であります。

　　　　なお、借手側の残高相当額はおおむね同一であり、借

手側の注記(2)未経過リース料期末残高相当額に

含まれております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 241,653百万円

１年超 503,902百万円

合計 745,556百万円

　　　　このうち、転貸リース取引に係る貸手側の未経過

リース料の期末残高相当額は456百万円(うち１年

以内81百万円)であります。

　　　　なお、借手側の残高相当額はおおむね同一であり、借

手側の注記(2)未経過リース料期末残高相当額に

含まれております。

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 289,140百万円

減価償却費 251,316百万円

受取利息相当額 35,948百万円

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 289,543百万円

減価償却費 252,104百万円

受取利息相当額 37,679百万円

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　　利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。

　(4) 利息相当額の算定方法

同左

　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 12,467百万円

１年超 33,720百万円

合計 46,187百万円

　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 13,006百万円

１年超 34,540百万円

合計 47,546百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①　株式 7,503 16,838 9,335

②　債券 1,003 1,020 16

③　その他 245 295 50

小計 8,752 18,155 9,402

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①　株式 1,948 1,821 △126

②　債券 1,667 1,648 △18

小計 3,615 3,470 △145

合計 12,368 21,625 9,257

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,711 1,358 0

　

３　時価評価されていない有価証券の内容および連結貸借対照表計上額

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

①　非上場株式 4,733

②　貸付債権信託受益権 4,070

③　投資事業有限責任組合等への出資 9,726

計 18,530

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①　債券

社債 ― 662 14 1,991

②　その他 700 6,073 1,363 5,711

計 700 6,736 1,377 7,703
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①　株式 5,284 10,526 5,242

②　債券 570 571 0

小計 5,855 11,098 5,242

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①　株式 5,224 4,145 △1,079

②　債券 4,029 4,028 △1

③　その他 195 140 △54

小計 9,449 8,314 △1,135

合計 15,304 19,412 4,107

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,318 1,004 1

　

３　時価評価されていない有価証券の内容および連結貸借対照表計上額

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

①　非上場株式 5,663

②　譲渡性預金 19,000

③　信託受益権 11,028

④　投資事業有限責任組合等への出資 19,613

計 55,304

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①　債券

社債 1,256 1,917 314 1,110

②　その他 20,100 11,441 2,665 9,054

計 21,356 13,358 2,979 10,164
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(1) 取引の内容

金利関連(市場取引以外の取引)では、金利スワッ

プ取引および金利オプション取引、通貨関連(市場取

引以外の取引)では、為替予約取引および通貨スワッ

プ取引、信用リスク関連では、クレジット・デフォル

ト・スワップを利用しております。

　(1) 取引の内容

同左

　(2) 取引に対する取組方針

金利関連のデリバティブ取引、通貨関連のデリバ

ティブ取引および信用リスク関連のデリバティブ取

引は、いずれもリスク管理を目的としており、投機的

取引は行っておりません。

　(2) 取引に対する取組方針

同左

　(3) 取引の利用目的

借入金等の金利上昇リスクを回避するために金利

関連のデリバティブ取引を、また、外貨建金銭債権お

よび債務に係わる将来のリスクを回避するために通

貨関連のデリバティブ取引を、保有資産の信用リス

クをヘッジするためにクレジット・デリバティブ取

引を利用しております。

なお、当グループはデリバティブ取引を利用して

ヘッジ会計を行っており、その内容は連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項４会計処理基準

に関する事項(6)重要なヘッジ会計の方法に記載の

とおりであります。

　(3) 取引の利用目的

同左

　(4) 取引に係るリスクの内容

金利関連のデリバティブ取引は、借入金の金利上

昇リスクを回避するため、通貨関連のデリバティブ

取引は、外貨建金銭債権および債務の為替変動リス

クを回避するため、信用リスク関連のデリバティブ

取引は取引対象物の信用リスクを回避するための取

引であります。なお、それぞれ市場リスクおよび信用

リスクを有しておりますが、いずれも、当社グループ

全体の市場リスクを軽減する役割を果たしておりま

す。

また、デリバティブ取引の契約先の信用リスクに

ついては、取引相手先がいずれも大手金融機関等で

あり、極めて低いと判断しております。

　(4) 取引に係るリスクの内容

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(5) 取引に係るリスクの管理体制

　　　デリバティブ取引関連の権限および管理については、

国際業務部、財務部および審査部の事務手続に従っ

て処理しております。

　　　なお、財務部は、デリバティブ取引を含めた金利リス

ク全体の状況を、国際業務部は、外貨ポジションの状

況を、審査部は保有資産の信用リスクの状況を管理

し、毎月の定例会議等において報告することとして

おります。

　また、連結子会社についても、同様に、提出会社の手

続に従って処理しております。

　(5) 取引に係るリスクの管理体制

同左

　　　

　(6) 「取引の時価等に関する事項」の補足説明

　　　当社グループでは、外貨建取引については、原則とし

て、ポジションを発生させないこととしているため、

為替予約は債権債務の相対で行っております。また、

為替予約取引および通貨スワップ取引については、

当該取引に係る外貨建金銭債権および債務を当該取

引により確定している決済時の円貨額をもって連結

貸借対照表に計上しているため、開示の対象となる

ものはありません。

　(6) 「取引の時価等に関する事項」の補足説明

同左

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

 61/112



２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年３月31日)

　

区分
対象物
の種類

取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超

時　価 評価損益

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

市場取引
以外の取引

金利関連

金利スワップ取引
　受取変動・支払固定

1,052 707 △ 0 △ 0

金利キャップ取引
　買建

3,279 1,626 27 27

信用リス
ク関連

クレジット・デフォル
ト・スワップ
　プロテクションの
　買い

3,400 2,300 △ 34 △ 34

合計 7,732 4,633 △ 6 △ 6

(注) １　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等にもとづき算定しております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。

　
　

当連結会計年度(平成20年３月31日)

　

区分
対象物
の種類

取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超

時　価 評価損益

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

市場取引
以外の取引

金利関連

金利スワップ取引
　受取変動・支払固定

4,252 3,637 △19 △19

金利キャップ取引
　買建

1,758 688 3 3

 通貨スワップ取引 1,144 1,144 △8 △8

信用リス
ク関連

クレジット・デフォル
ト・スワップ
　プロテクションの
　買い

4,700 900 43 43

合計 11,855 6,370 19 19

(注) １　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等にもとづき算定しております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度お

よび退職一時金制度を設けております。

　　また、一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て退職一時金制度を設けております。

　　なお、当社においては退職一時金制度に対し退職給付

信託を設定しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　　　同左

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △3,891百万円

②年金資産 6,352百万円

③未積立退職給付債務(①＋②) 2,460百万円

④未認識数理計算上の差異 △2,708百万円

⑤連結貸借対照表計上額純額(③＋④) △247百万円

⑥前払年金費用 401百万円

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) △649百万円

(注)　退職一時金制度を設けている連結子会社は、退職

給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △4,489百万円

②年金資産 5,218百万円

③未積立退職給付債務(①＋②) 729百万円

④未認識数理計算上の差異 △705百万円

⑤連結貸借対照表計上額純額(③＋④) 24百万円

⑥前払年金費用 633百万円

⑦退職給付引当金(⑤－⑥) △609百万円

(注)　同左

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 336百万円

②利息費用 77百万円

③期待運用収益 △40百万円

④過去勤務債務の費用処理額 △54百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 △165百万円

⑥退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 153百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、①勤務費用に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 344百万円

②利息費用 73百万円

③期待運用収益 △74百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 △283百万円

⑤退職給付費用(①＋②＋③＋④) 59百万円

(注)　同左

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 0.5～0.8％

④過去勤務債務の処理年数 発生年度に全
額費用処理し
ております。

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 0.5～1.3％

④数理計算上の差異の処理年数 10年

　

(ストック・オプション等関係)

　　　 該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 180百万円

　退職給付引当金 1,217百万円

　貸倒引当金 7,073百万円

　減価償却費 2,438百万円

　未実現利益 404百万円

　投資有価証券等評価損 586百万円

　その他 1,911百万円

繰延税金資産小計 13,812百万円

評価性引当額 △7,436百万円

繰延税金資産合計 6,376百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △3,526百万円

　退職給付信託設定益 △721百万円

　その他 △133百万円

繰延税金負債合計 △4,381百万円

繰延税金資産の純額 1,995百万円

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　賞与引当金 157百万円

　退職給付引当金 1,147百万円

　貸倒引当金 7,694百万円

　減価償却費 3,281百万円

　未実現利益 374百万円

　投資有価証券等評価損 489百万円

　その他 1,561百万円

繰延税金資産小計 14,706百万円

評価性引当額 △7,326百万円

繰延税金資産合計 7,380百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △1,700百万円

　退職給付信託設定益 △721百万円

　その他 △2,565百万円

繰延税金負債合計 △4,987百万円

繰延税金資産の純額 2,392百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

　住民税均等割額 1.2％

　交際費等の
　損金不算入の費用

0.9％

　評価性引当額 142.1％

　受取配当金 3.5％

　のれん償却額 3.9％

　その他 △4.0％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

188.3％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が、法定実効税率の百分の五以下である

ため、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

　　　 該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

区分
賃貸事業
(百万円)

割賦販売
事業
(百万円)

営業貸付
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

359,62978,0724,078 9,342451,122 － 451,122

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

29 － － 65 94 ( 94) －

計 359,65978,0724,078 9,407451,217( 94)451,122

営業費用 343,12376,0042,368 7,808429,3053,836433,141

営業利益 16,5352,068 1,709 1,59921,912(3,931)17,981

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 936,457181,815166,35325,7611,310,38829,2481,339,637

減価償却費 268,579 － － － 268,579 827 269,406

資本的支出 326,152 － － － 326,152 184 326,337

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

区分
賃貸事業
(百万円)

割賦販売
事業
(百万円)

営業貸付
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

343,19177,1965,092 9,796435,277 ― 435,277

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

33 ― ― 60 93(      93)―

計 343,22477,1965,092 9,856435,370(　    93)435,277

営業費用 330,71376,6512,817 8,170418,3534,261422,615

営業利益 12,511 544 2,275 1,68617,017(　 4,355)12,662

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 853,954179,481165,95139,1331,238,52050,9611,289,481

減価償却費 268,411 ― ― ― 268,411 667 269,079

資本的支出 252,911 ― ― ― 252,9114,042256,954

　
(注) １　事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。

２　各事業の主な品目

賃貸事業　………　情報関連機器・事務関連機器、産業工作機械、土木建設機械、輸送用機器、医療機器、商業

・サービス業用機械設備等およびソフトウェアの賃貸事業(賃貸取引の満了・中途解

約に伴う物件販売等を含む)

割賦販売事業……　商業設備、生産設備、病院設備等の割賦販売事業

営業貸付事業……　営業貸付、その他の営業貸付債権（手形割引、ファクタリング等）事業

その他の事業……　営業目的の有価証券および匿名組合出資等の投資事業、保険代理店業務、手数料取引等

事業

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは親会社の管理部門に係る費用で

あります。

前連結会計年度 3,836百万円

当連結会計年度 4,261百万円

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは親会社での余資運用資金(有価証券)、長期投

資資金(投資有価証券)、固定化営業債権および管理部門に係る資産等であります。

前連結会計年度 29,248百万円

当連結会計年度 50,961百万円

５　会計方針の変更

当連結会計年度

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した社用資産については、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。これによるセグメント情報に与える影響額は軽微であります。
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６　追加情報

当連結会計年度

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年３月31日以降に取得した社用資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により、取得価額の５％に達した連結会計年度の翌連結会計年度から、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これによるセグメ

ント情報に与える影響額は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の

割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の

割合が、いずれも90％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(開示対象特別目的会社関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　   重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,011円35銭１株当たり純資産額 1,081円68銭

１株当たり当期純損失 59円28銭１株当たり当期純利益 104円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　

１　１株当たり純資産額

前連結会計年度
 （平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 65,120 69,700

普通株式に係る純資産額(百万円) 64,847 69,353

差額の主な内訳（百万円）

少数株主持分 273 346

普通株式の発行済株式数(株) 64,199,000 64,199,000

普通株式の自己株式数(株) 80,364 82,457

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(株)

64,118,636 64,116,543

　

　

２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
（△）(百万円)

△ 3,801 6,717 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
(百万円)

△ 3,801 6,717 

普通株式の期中平均株式数(株) 64,120,905 64,117,407 

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

 68/112



(重要な後発事象)

　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――― 連結財務諸表提出会社は、平成20年５月30日開催の取締

役会において、持分法適用会社富士通リース株式会社

（以下、富士通リース）の株式を追加取得し子会社化す

ることおよび富士通株式会社（以下、富士通）との間で

株主間協定を締結することを決議いたしました。

　概要は、下記のとおりであります。

　
１ 目的

現在、富士通リースの発行済み株式の27.5％を保有してお
りますが、今般、富士通以外の既存株主より更に追加取得
のうえ子会社化することで、富士通グループとの一層の協
力関係強化を目指すためであります。

２ 富士通リースの概要

(1）商号 ： 富士通リース株式会社

(2)主な事業内容 ： リース業

(3)会社の規模(平成20年３月期）

売上高 128,603百万円

総資産 308,227百万円

純資産  28,020百万円

３　取得株式数、取得前後の所有株式の状況

(1）異動前の所有株式数

： 5 5 0 , 0 0 0 株 （ 所 有 割 合
27.5％）

(2）取得予定株式数 ： 450,000株以上

(3）異動後の所有株式数

： 1,000,000株以上(所有割合
50％以上)

４　株式取得の相手会社

： 富士通以外の既存株主からの
取得を予定しております。

５　日程

　平成20年５月30日 株主間協定締結

　平成20年６月下旬(予定)株式譲渡契約締結

　平成20年７月１日(予定)株式譲受けによる連結子会社
化
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】
　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

東京リース㈱
第８回
無担保普通社債

平成17年５月９日 10,000
10,000

(　10,000)
0.45無担保 平成20年５月９日

東京リース㈱
第９回
無担保普通社債

平成17年９月21日 5,000
5,000
(5,000)

0.50無担保 平成20年９月19日

東京リース㈱
ミディアム・
ターム・ノート

平成16年７月22日
～

平成20年１月28日
11,000

6,800
(　6,800)

0.90～
1.10

無担保
平成20年７月３日

～
平成21年1月28日

合計 ― ― 26,000
21,800
(　21,800)

― ― ―

(注)１　当期末残高の(　　)内の金額は、１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

21,800 ― ― ― ―

　
【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 374,595 210,9041.37 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 50,458 68,815 1.81 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

302,860 425,2041.66
平成21年４月16日～
平成31年６月28日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債

　　コマーシャル・ペーパー 306,200 321,1000.80 ―

　　特定債権譲渡支払債務 48,179 47,256 1.08 ―

　　長期特定債権譲渡支払債務 68,809 35,358 1.21
平成21年４月27日～
平成24年４月27日

合計 1,151,1031,108,639 ―

(注)１「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）およびその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除

く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 109,718 131,514 96,202 55,963

その他の有利子負債 20,147 12,595 2,615 ―
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 (2) 【その他】

(訴訟）

  当社は、平成19年３月29日付で、日本アイ・ビー・エム㈱ほかに対し、業務用ソフトウェアの仕入販売

取引に伴って発生した不良債権の回収のため、販売代金支払請求訴訟および仕入契約解除に伴う原状回

復請求権にもとづく代金返還訴訟ならびに不法行為にもとづく損害賠償請求訴訟を提起し、現在係争中

であります。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 84,555 11,014

　２　受取手形 ※12 56 38

　３　割賦債権
※1,2
5

130,308 124,623

　４　営業貸付金
※2,5
13

134,012 146,042

　５　その他の営業貸付債権
※2,　
 13

28,595 25,447

　６　賃貸料等未収入金 19,242 18,798

　７　有価証券 700 21,354

　８　前渡金 271 212

　９　前払費用 2,757 3,075

　10　繰延税金資産 1,201 1,300

　11　未収収益 450 340

　12　関係会社短期貸付金 22,363 30,371

　13　その他の流動資産 9,661 8,094

　14　貸倒引当金 △ 2,596 △ 2,590

　　　流動資産合計 431,58134.84 388,12332.95

Ⅱ　固定資産

　(Ⅰ)有形固定資産 ※3

　　(ア)賃貸資産

　　　１　リース資産
※4,
10

592,663 563,706

　　　２　レンタル資産 8,800 5,452

　　　３　その他の賃貸資産 24,466 27,688

　　　４　リース資産前渡金 2,860 1,474

　　　　　賃貸資産計 628,790 598,321

　　(イ)社用資産

　　　１　建物 390 351

　　　２　構築物 4 3

　　　３　器具備品 68 59

　　　４　土地 1,327 1,327

　　　　　社用資産計 1,791 1,742

　　　有形固定資産合計 630,58150.90 600,06450.94
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　(Ⅱ)無形固定資産

　　(ア)賃貸資産

　　　１　リース資産 ※10 79,153 72,970

　　　　　賃貸資産計 79,153 72,970

　　(イ)その他の無形固定資産

　　  １　ソフトウェア ― 3,451

 　　 ２　のれん 300 200

　　　３　電話加入権等 24 24

　　　　　その他の無形固定
　　　　　資産計

324 3,676

　　　無形固定資産合計 79,4786.42 76,6466.51

　(Ⅲ)投資その他の資産

　　１　投資有価証券 ※4 41,217 54,933

　　２　関係会社株式 ※4 13,917 17,606

　　３　出資金 ※4 2,284 5

　　４　関係会社出資金 1,144 1,144

　　５　関係会社長期貸付金 26,314 26,659

　　６　固定化営業債権 ※9 16,599 ―

　　７　破産更生債権等 ※13 ― 17,896

　　８　長期前払費用 2,963 3,050

　　９　繰延税金資産 ― 2,163

　　10　その他の投資 8,714 6,891

　　11　貸倒引当金 △ 16,091 △ 17,245

　　　投資その他の資産合計 97,0647.84 113,1069.60

　　　固定資産合計 807,12465.16 789,81767.05

　　　資産合計 1,238,705100.00 1,177,941100.00
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※12 17,995 11,742

　２　買掛金 28,095 26,752

　３　短期借入金 355,030 188,776

　４　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※4 34,117 47,953

　５　一年以内償還予定の社債 10,000 21,800

　６　コマーシャル・ペーパー 306,200 321,100

　７　特定債権譲渡支払債務 ※11 48,179 47,256

　８　未払金 8,457 9,729

　９　未払費用 953 1,321

　10　未払法人税等 5,288 321

　11　賃貸料等前受金 4,793 4,918

　12　預り金 2,864 2,566

　13　前受収益 233 154

　14　割賦未実現利益 4,563 4,708

　15　賞与引当金 389 370

　16　その他の流動負債 2,778 2,449

　　　流動負債合計 829,94267.00 691,92158.74

Ⅱ　固定負債

　１　社債 16,000 －

　２　長期借入金 ※4 236,218 367,499

　３　長期特定債権譲渡
　　　支払債務

※11 68,809 35,358

　４　長期未払金 ※5 20,237 15,125

　５　繰延税金負債 752 －

　６　退職給付引当金 420 338

　７　受取保証金 8,406 10,179

　８　その他の固定負債 1,392 862

　　　固定負債合計 352,23728.44 429,36336.46

　　　負債合計 1,182,17995.44 1,121,28595.20
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 22,3631.80 22,3631.90

　２　資本剰余金

　      その他資本剰余金 0 1

　　　　資本剰余金合計 0 0.00 1 0.00

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 515 662

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 28,000 28,000

　　　　繰越利益剰余金 △ 198 3,144

　　　　利益剰余金合計 28,3162.28 31,8062.70

　４　自己株式 △ 77△0.00 △ 80△0.01

　　　株主資本合計 50,6044.08 54,0914.59

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

5,9680.48 2,6030.22

　２　繰延ヘッジ損益 △ 47△0.00 △ 39△0.01

　　　評価・換算差額等合計 5,9210.48 2,5640.21

　　　純資産合計 56,5254.56 56,6554.80

　　　負債純資産合計 1,238,705100.00 1,177,941100.00
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　賃貸料収入 ※1 280,710 278,519

　２　割賦売上高 72,547 70,558

　３　営業貸付収益 3,754 5,203

　４　受取手数料 1,067 1,142

　５　その他の売上高 ※2 46,737404,816100.00 25,006380,430100.00

Ⅱ　売上原価

　１　賃貸原価 ※3 257,408 256,002

　２　割賦原価 69,042 66,962

　３　資金原価 ※4 8,136 10,902

　４　その他の売上原価 ※5 41,578376,16692.92 22,039355,90593.55

　　　売上総利益 28,6507.08 24,5246.45

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　貸倒引当金繰入額 383 1,875

　２　従業員給料手当 5,978 5,939

　３　賞与引当金繰入額 389 370

　４　退職給付費用 77 ―

　５　福利厚生費 1,004 1,050

　６　賃借料 942 937

　７　事務費 1,960 2,422

　８　減価償却費 745 575

　９　その他 2,115 13,5963.36 1,948 15,1193.98

　　　営業利益 15,0543.72 9,4052.47

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※6 528 768

　２　有価証券利息 ― 22

　３　受取配当金 ※6 1,106 717

　４　組合出資利益 257 ―

　５　雑収益 ※7 437 ―

　６　その他の営業外収益 46 2,3760.59 91 1,5990.42

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 915 1,121

　２　複合金融商品評価損 ― 625

　３　その他の営業外費用 181 1,0960.27 98 1,8440.48

　　　経常利益 16,3334.04 9,1592.41
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 1,358 1,3580.33 1,004 1,0040.26

Ⅶ　特別損失

　１　貸倒引当金繰入額 15,413 －

　２　投資有価証券評価損 25 1,982

　３　投資有価証券売却損 － 15,4383.81 1 1,9830.52

　　　税引前当期純利益 2,2540.56 8,1802.15

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

7,987 4,445

　　　法人税等調整額 △ 1,011 6,9751.72 △ 1,229 3,2150.84

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失（△）

△ 4,720△1.16 4,9651.31
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他資本剰
余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益剰余

金

平成18年３月31日残高(百万円) 22,363 0 384 20,000 13,945 △ 70 56,623

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― 60 ― △ 637 ― △ 577

　剰余金の配当（中間配当） ― ― 70 ― △ 775 ― △ 705

　役員賞与（注） ― ― ― ― △ 10 ― △ 10

　別途積立金の積立（注） ― ― ― 8,000△ 8,000 ― ―

　当期純損失 ― ― ― ― △ 4,720 ― △ 4,720

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △ 7 △ 7

　自己株式の処分 ― 0 ― ― ― 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 0 130 8,000△ 14,143 △ 6 △ 6,019

平成19年３月31日残高(百万円) 22,363 0 515 28,000 △ 198 △ 77 50,604

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益

平成18年３月31日残高(百万円) 10,220 ― 66,844

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― △ 577

　剰余金の配当（中間配当） ― ― △ 705

　役員賞与（注） ― ― △ 10

　別途積立金の積立（注） ― ― ―

　当期純損失 ― ― △ 4,720

　自己株式の取得 ― ― △ 7

　自己株式の処分 ― ― 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 4,252 △ 47 △ 4,299

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 4,252 △ 47 △ 10,319

平成19年３月31日残高(百万円) 5,968 △ 47 56,525

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他資本剰
余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益剰余

金

平成19年３月31日残高(百万円) 22,363 0 515 28,000 △ 198 △ 77 50,604

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － － 147 － △1,622 － △1,474

　当期純利益 － － － － 4,965 － 4,965

　自己株式の取得 － － － － － △3 △3

　自己株式の処分 － 0 － － － 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計(百万円) － 0 147 － 3,342 △3 3,487

平成20年３月31日残高(百万円) 22,363 1 662 28,000 3,144 △80 54,091

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益

平成19年３月31日残高(百万円) 5,968 △ 47 56,525

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － － △1,474

　当期純利益 － － 4,965

　自己株式の取得 － － △ 3

　自己株式の処分 － － 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△3,365  8 △3,356

事業年度中の変動額合計(百万円) △3,365   8 130

平成20年３月31日残高(百万円) 2,603 △ 39 56,655
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法であり

ます。

(1) 子会社株式および関連会社株式
同左

(2) その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　決算日の市場価格等にもとづく
時価法であります。

　　（評価差額は、全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しておりま
す。）

　　　なお、組込デリバティブを区分し
て測定することができない複合
金融商品は、複合金融商品全体
を時価評価し、評価差額を当事
業年度の損益に計上しておりま
す。

(2) その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左
　　　

　　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法であり
ます。

　　　なお、投資事業有限責任組合およ
びそれに類する組合への出資
（証券取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定さ
れる決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、
持分相当額を純額で取り込む方
法によっております。

　　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法であり
ます。

　　　なお、投資事業有限責任組合およ
びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項
により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。

２　デリバティブ取引により
生じる正味の債権（およ
び債務）の評価基準およ
び評価方法

　時価法であります。 同左

３　固定資産の減価償却の方
法

(1) 賃貸資産
　ア　リース資産

リース契約期間を償却年数と
し、リース契約期間満了時に見込
まれるリース資産の処分価額を残
存価額として、当該期間内に定額
償却する方法であります。

(1) 賃貸資産
　ア　リース資産

　　同左

　イ　レンタル資産
見積レンタル期間を償却年数と

し、見積レンタル期間終了時に見
込まれるレンタル資産の処分価額
を残存価額として、当該期間内に
定額償却する方法であります。

　イ　レンタル資産
同左

　ウ　その他の賃貸資産
見積賃貸期間を償却年数とし、

見積賃貸期間終了時に見込まれる
賃貸資産（土地を除く）の処分価
額を残存価額として、当該期間内
に定額償却する方法であります。

　ウ　その他の賃貸資産
同左

　なお、賃貸資産の処分損失に備えるた
め、減価償却費を追加計上しておりま
す。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 社用資産

　ア　有形固定資産

定率法であります。

なお、耐用年数および残存価額

については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっておりま

す。

(2) 社用資産

　ア　有形固定資産

同左

　イ　無形固定資産

のれんは、５年間で均等償却し

ております。

　イ　無形固定資産

同左

４　繰延資産の処理方法 社債発行費

支出時に全額費用として処理して

おります。

社債発行費

同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率による算定額、貸倒懸念債

権および破産更生債権等について

は個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

もとづき計上しております。

過去勤務債務は、その発生年度

に全額費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとして

おります。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

もとづき計上しております。

また、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとして

おります。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

６　収益及び費用の計上基準 (1) リース取引のリース料収入の計上

方法

リース契約期間にもとづくリー

ス契約上の収受すべき月当たりの

リース料を基準として、その経過

期間に対応するリース料を計上し

ております。

(1) リース取引のリース料収入の計上

方法

同左

(2) 割賦販売取引の割賦売上高および

割賦原価の計上方法

割賦販売契約実行時に、その債

権総額を割賦債権に計上し、割賦

販売契約による支払期日を基準と

して当該経過期間に対応する割賦

売上高および割賦原価を計上して

おります。

なお、支払期日未到来の割賦債

権に対応する未経過利益は、割賦

未実現利益として繰延経理してお

ります。

(2) 割賦販売取引の割賦売上高および

割賦原価の計上方法

同左

(3) 金融費用の計上方法

金融費用は、売上高に対応する

金融費用とその他の金融費用を区

分計上することとしております。

その配分方法は、総資産を営業

取引にもとづく資産とその他の資

産に区分し、その資産残高を基準

として営業資産に対応する金融費

用は資金原価として売上原価に、

その他の資産に対応する金融費用

を支払利息として営業外費用に計

上しております。

なお、資金原価は、営業資産にか

かる金融費用からこれに対応する

受取利息等を控除して計上してお

ります。

(3) 金融費用の計上方法

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引(所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引)については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

８　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジによっております。
また、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特
例処理によっております。
なお、「リース業における金融

商品会計基準適用に関する当面の
会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別監査委員
会報告第19号平成12年11月14日）
に定める負債の包括ヘッジについ
ては、同報告にもとづく処理に
よっております。

(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジによっております。
また、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特
例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段
　　　金利スワップ
　　ヘッジ対象
　　　借入金およびコマーシャル・ペー

パー

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段

同左

  　ヘッジ対象
　　　借入金

(3) ヘッジ方針
資金調達活動に伴って発生する

金利変動リスクを適切にコント
ロールし、資金調達コストの安定
化を図る目的でデリバティブ取引
を利用しております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) 有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フ
ロー変動の累計とヘッジ手段の
キャッシュ・フロー変動の累計を
比較し、両者の変動額等を基礎に
して、ヘッジの有効性を評価して
おります。
負債の包括ヘッジについては、
デリバティブ取引により、ヘッジ
対象から発生するキャッシュ・フ
ロー変動リスクが総体として削減
されており、加えて、ヘッジ手段で
あるデリバティブ取引の想定元本
がヘッジ対象であるリース契約等
に対応する負債の範囲内に収まっ
ていることを検証することで、
ヘッジの有効性を評価しておりま
す。
ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性
の評価を省略しております。

(4) 有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フ
ロー変動の累計とヘッジ手段の
キャッシュ・フロー変動の累計を
比較し、両者の変動額等を基礎に
して、ヘッジの有効性を評価して
おります。
ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性
の評価を省略しております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 営業貸付債権の計上方法

営業目的の金融収益を得るため

に実行する貸付金、手形割引、債権

の買取等を計上しております。

なお、当該金融収益は、売上高の

営業貸付収益に計上しておりま

す。

(1) 営業貸付債権の計上方法

同左

(2) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっておりま

す。

(2) 消費税等の会計処理

同左

　

会計方針の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当事業年度度から、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

　また、これまでの資本の部に相当する金額は、56,572百

万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
――――――――

―――――――――

 
　当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降

に取得した社用資産（有形固定資産）については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。この変更による損益に与える影響額は軽微であり

ます。
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表関係）

　財務諸表等規則の改正により、「営業権」は、当事業年

度から「のれん」として表示しております。

（損益計算書関係）

　「組合出資利益」は前事業年度まで営業外収益の「そ

の他の営業外収益」に含めて表示しておりましたが、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記する

ことといたしました。

　なお、前事業年度における「組合出資利益」の金額は、

59百万円であります。
――――――――

――――――――　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（貸借対照表関係）

（1）改正「金融商品取引法」（昭和23年法律25号）が

平成19年９月30日付けで施行されたことに伴い、「金融

商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会　会

計制度委員会報告第14号）が改正され、匿名組合等への

出資および信託受益権への投資を有価証券として表示

することとなったことにより、当事業年度から、従来

「その他の投資」および「出資金」に含めて表示して

いた匿名組合等への出資および信託受益権への投資を

「投資有価証券」に含めて表示しております。

　なお、当事業年度末において「投資有価証券」に含め

た金額は、7,278百万円、前事業年度末「その他の投資」

に含めた金額は4,573百万円、「出資金」に含めた金額

は2,279百万円であります。

（2）前事業年度において「固定化営業債権」として掲

記しておりましたものは、当事業年度から「破産更生債

権等」として表示しております。

　

追加情報

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　従来、役員および執行役員の退職慰労金の支出に備え

るため、「役員退職慰労引当金」および「退職給付引当

金」を計上しておりましたが、退職慰労金制度を廃止

し、廃止日までの在任期間中にかかる退職慰労金を退任

時に支給することといたしました。これに伴い、退職慰

労金相当額を「長期未払金」に含めて表示しておりま

す。
――――――――

―――――――――

 
（社用資産）

　当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した社用資産（有形固定資産）については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取

得価額の５％に達した事業年度の翌事業年度から、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

この変更に伴う損益に与える影響額は軽微であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　リース・割賦販売契約等にもとづく預り手形

リース契約にもとづく預り手形 7,151百万円

割賦販売契約にもとづく預り手形 18,247百万円

計 25,399百万円

　

※１　リース・割賦販売契約等にもとづく預り手形

リース契約にもとづく預り手形 3,692百万円

割賦販売契約にもとづく預り手形 16,494百万円

計 20,187百万円

　

※２　一年を超えて入金期日の到来する営業債権等

割賦債権 74,444百万円

営業貸付金 86,140百万円

その他の営業貸付債権 14,112百万円

リース契約債権 468,415百万円

計 643,112百万円

　

※２　一年を超えて入金期日の到来する営業債権等

割賦債権 76,137百万円

営業貸付金 93,222百万円

その他の営業貸付債権 8,688百万円

リース契約債権 437,893百万円

計 615,943百万円

　

※３　有形固定資産の減価償却累計額

賃貸資産 971,831百万円

社用資産 775百万円

　

※３　有形固定資産の減価償却累計額

賃貸資産 1,004,235百万円

社用資産 791百万円

　

※４　担保に供している資産および対応する債務

(1) 担保に供している資産

リース資産 3,055百万円

このほかに、出資金他1,108百万円を営業取引のた

めに差し入れております。

※４　担保に供している資産および対応する債務

(1) 担保に供している資産

リース資産 2,771百万円

このほかに、投資有価証券他956百万円を営業取引

のために差し入れております。

(2) 担保提供資産に対応する債務

長期借入金
(一年以内返済予定を含む)

3,078百万円

　

(2) 担保提供資産に対応する債務

長期借入金
(一年以内返済予定を含む)

2,795百万円

　

※５　関係会社に対する資産および負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは次のとおりであり

ます。

割賦債権 92百万円

営業貸付金 42,565百万円

長期未払金 19,998百万円

※５　関係会社に対する資産および負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは次のとおりであり

ます。

割賦債権 31百万円

営業貸付金 44,931百万円

長期未払金 14,990百万円
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

　６　偶発債務

　　(1) 銀行借入金等に対する保証

　　　①　営業上の保証

ジャパン・セキュリタイゼー
ション・コーポレーション

4,839百万円

㈱みずほ銀行 1,253百万円

イー・ギャランティ㈱ 1,124百万円

ビージー―２組合 633百万円

㈱三井住友銀行 265百万円

大京建機㈱ 176百万円

その他11社 304百万円

計 8,598百万円

　

　６　偶発債務

　　(1) 銀行借入金等に対する保証

　　　①　営業上の保証

ジャパン・セキュリタイゼー
ション・コーポレーション ※

3,669百万円

イー・ギャランティ㈱ ※ 1,969百万円

㈱トーメンデバイス ※ 800百万円

㈱みずほ銀行 ※ 721百万円

大京建機㈱ 308百万円

シダックス・コミュニティー㈱ 227百万円

その他13社 541百万円

計 8,236百万円

※　上記会社の有する金銭債権等について当社が

　　保証したものであります。

　　　②　関係会社

Tokyo Leasing (Singapore) 
Pte.Ltd.

8,219百万円

Tokyo Leasing (Hong Kong)Ltd.4,659百万円

Tokyo Leasing (U.S.A.)Inc.4,494百万円

㈲リバーシップ 2,012百万円

Epoch Shipping S.A.1,520百万円

Tokyo Leasing (UK)PLC359百万円

V.L. Naviera S.A. 29百万円

計 21,297百万円

　

　　　②　関係会社

Tokyo Leasing (Singapore) 
Pte.Ltd.

8,200百万円

Tokyo Leasing (U.S.A.)Inc.7,572百万円

Tokyo Leasing (Hong Kong)Ltd.2,574百万円

㈲リバーシップ 1,241百万円

Epoch Shipping S.A.1,150百万円

Tokyo Leasing (UK)PLC622百万円

TLCメタルトレーディング㈱ 100百万円

計 21,462百万円

　

　　(2) 銀行借入金等に対する保証予約

Tokyo Leasing (Singapore)
Pte.Ltd.

6,044百万円

Tokyo Leasing (U.S.A.) Inc.4,503百万円

Tokyo Leasing (UK)PLC864百万円

東京オートリース㈱ 185百万円

Tokyo Leasing (Hong Kong)Ltd.63百万円

計 11,661百万円

 
   （3）機械設備等の引取保証

RIVER SPRING CORPORATION8,832百万円

その他３社 38百万円

計 8,870百万円

　 （4）金融機関為替予約に対する保証

ティーエルシーフリージア(有) 4,180百万円

　　(2) 銀行借入金等に対する保証予約

Tokyo Leasing (Singapore)
Pte.Ltd.

6,117百万円

Tokyo Leasing (U.S.A.) Inc.3,293百万円

Tokyo Leasing (UK)PLC1,919百万円

東京オートリース㈱ 706百万円

東瑞融資租賃有限公司 616百万円

Tokyo Leasing (Hong Kong)Ltd.213百万円

TLC Capital (Malaysia) Sdn.Bhd.188百万円

計 13,053百万円

   （3）機械設備等の引取保証

RIVER SPRING CORPORATION8,832百万円

その他６社 187百万円

計 9,019百万円

　 （4）金融機関為替予約に対する保証

ティーエルシーフリージア(有) 3,547百万円
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

　７　貸出コミットメント

(1) 貸手側

貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 10,006百万円

貸出実行残高 2,842百万円

差引額 7,164百万円

なお、上記貸出コミットメント契約においては、

借入人の資金使途、信用状態等に関する審査を貸

出の条件としているものが含まれているため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありませ

ん。

(2) 借手側

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

16行と貸出コミットメント契約を締結しており、

これらの契約にもとづく借入未実行残高は次のと

おりであります。

貸出コミットメントの総額 70,000百万円

借入実行残高 ─百万円

差引額 70,000百万円

　７　貸出コミットメント

(1) 貸手側

貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次

のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 13,978百万円

貸出実行残高 2,927百万円

差引額 11,051百万円

なお、上記貸出コミットメント契約においては、

借入人の資金使途、信用状態等に関する審査を貸

出の条件としているものが含まれているため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありませ

ん。

(2) 借手側

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

15行と貸出コミットメント契約を締結しており、

これらの契約にもとづく借入未実行残高は次のと

おりであります。

貸出コミットメントの総額 70,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 70,000百万円

　８　買付予約高

　　　　リース契約および割賦販売契約の成約による購入資

産の買付予約高は47,693百万円であります。

　８　買付予約高

　　　　リース契約および割賦販売契約の成約による購入資

産の買付予約高は41,597百万円であります。

※９　固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項第

10号に定める債権であります。

　９　　　　　―――――――

※10　賃貸資産に見合うリース契約債権は706,990百万円

であります。

なお、上記金額には譲渡したリース契約債権が以

下のとおり含まれております。

「資産の流動化に関する法
律」等にもとづき譲渡した
もの

140,457百万円

その他によるもの 29,120百万円

計 169,578百万円

　

※10　賃貸資産に見合うリース契約債権は669,034百万円

であります。

なお、上記金額には譲渡したリース契約債権が以

下のとおり含まれております。

「資産の流動化に関する法
律」等にもとづき譲渡した
もの

98,144百万円

その他によるもの 23,499百万円

計 121,643百万円

　
※11　特定債権譲渡支払債務および長期特定債権譲渡支

払債務は、「資産の流動化に関する法律」等にもと

づく資金調達額であります。

※12　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理を行っております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 3百万円

支払手形 2,991百万円

※11　同左

　12　　　　　 ―――――――
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

 13　　　　　　　―――――――― ※13　特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令に
もとづく貸付金（営業貸付金およびその他の営業貸
付債権）に係る不良債権の状況  
　「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府
令」（平成11年５月19日　総理府・大蔵省令第32
号）第９条にもとづく不良債権の状況は次のとお
りであります。
　なお、投資その他の資産の「破産更生債権等」に
計上している貸付金を含んでおります。
 

(1) 破綻先債権　　　　　　　　　　　957万円
破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が
相当期間継続していることその他の事由により元
本または利息の取立てまたは弁済の見込みがない
ものとして未収利息を計上しなかった貸付金（以
下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法
人税施行令第96条第１項第３号のイからホまでに
掲げる事由が生じているものであります。

(2) 延滞債権　　　　　　　　　　　　432百万円
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破
綻先債権および債務者の経営再建または支援を図
ることを目的として利息の支払を猶予したもの以
外のものであります。
 

(3) ３ヶ月以上延滞債権　　　　　　　143百万円
３ヶ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払
が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している
貸付金のうち、破綻先債権および延滞債権に該当
しないものであります。

(4) 貸出条件緩和債権　　　　　　　　819百万円
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
者に有利となる取決めを行った貸付金のうち、破
綻先債権、延滞債権、３ヶ月以上延滞債権に該当し
ないものであります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　賃貸料収入の内訳は、次のとおりであります。

リース料収入 268,523百万円

レンタル料収入 7,027百万円

その他の賃貸料収入 5,158百万円

計 280,710百万円

　

※１　賃貸料収入の内訳は、次のとおりであります。

リース料収入 266,369百万円

レンタル料収入 7,080百万円

その他の賃貸料収入 5,069百万円

計 278,519百万円

　

※２　その他の売上高は、賃貸契約の満了・中途解約にと

もなう賃貸物件の売却額、解約弁済金、受取保証料等

であります。

※２　同左

※３　賃貸原価の内訳は次のとおりであります。

　(1) リース原価

減価償却費 238,985百万円

固定資産税等諸税 6,603百万円

保険料 1,117百万円

その他 1,310百万円

(小計) (248,017百万円)

※３　賃貸原価の内訳は次のとおりであります。

　(1) リース原価

減価償却費 237,510百万円

固定資産税等諸税 6,523百万円

保険料 988百万円

その他 1,548百万円

(小計) (246,571百万円)

　(2) レンタル原価

減価償却費 5,358百万円

固定資産税等諸税 75百万円

その他 762百万円

(小計) (6,195百万円)

　(2) レンタル原価

減価償却費 5,292百万円

固定資産税等諸税 92百万円

その他 681百万円

(小計) (6,066百万円)

　(3) その他の賃貸原価

減価償却費 1,355百万円

固定資産税等諸税 246百万円

その他 1,593百万円

(小計) (3,195百万円)

計 257,408百万円

　

　(3) その他の賃貸原価

減価償却費 1,487百万円

固定資産税等諸税 240百万円

その他 1,636百万円

(小計) (3,364百万円)

計 256,002百万円

　

※４　資金原価は、「重要な会計方針」６の(3)に記載し

ている金融費用であり、その内訳は次のとおりであ

ります。

支払利息 8,149百万円

受取利息 12百万円

差引計 8,136百万円

　

※４　資金原価は、「重要な会計方針」６の(3)に記載し

ている金融費用であり、その内訳は次のとおりであ

ります。

借入金利息 5,807百万円

社債利息 126百万円

コマーシャル・ペーパー利息 2,431百万円

その他の支払利息 2,568百万円

受取利息 31百万円

差引計 10,902百万円

　

※５　その他の売上原価は、賃貸契約の満了・中途解約に

ともなう賃貸物件の処分原価および減価償却費等で

あります。

※５　同左

※６　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

受取利息 519百万円

受取配当金 793百万円

※６　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れております。

受取利息 701百万円

受取配当金 424百万円

※７　営業外の与信取引に伴う受取手数料であります。

 

　７　　　　　　─────────
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 75,314 4,200 400 79,114

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　4,200株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の売渡しによる減少　  400株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 79,114 2,693 600 81,207

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　2,693株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の売渡しによる減少　　600株

　

前へ　　　次へ
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　借手側(当社が借手となっているリース取引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１　借手側(当社が借手となっているリース取引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 409 196 212

車両 13 6 7

合計 423 202 220

取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具・備品 1,207 514 692

合計 1,207 514 692

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

　(注) 同左

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 183百万円

１年超 598百万円

合計 782百万円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 324百万円

１年超 853百万円

合計 1,177百万円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

　

　(注)　同左

　(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 102百万円

減価償却費相当額 102百万円

　

　(3) 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 244百万円

減価償却費相当額 244百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　貸手側(当社が貸手となっているリース取引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高

２　貸手側(当社が貸手となっているリース取引)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高

取得価額
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

情報・事務用
機器

688,758419,255269,503

産業・土木・
建設機械

466,935297,142169,793

その他 596,477352,748243,728

合計 1,752,1711,069,146683,024

取得価額
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

情報・事務用
機器

682,702425,368257,333

産業・土木・
建設機械

471,685306,392165,293

その他 605,723379,718226,005

合計 1,760,1111,111,479648,632

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 225,260百万円

１年超 472,793百万円

合計 698,053百万円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 221,273百万円

１年超 443,477百万円

合計 664,750百万円

　　　このうち、転貸リース取引に係る貸手側の未経過リー

ス料の期末残高相当額は518百万円(うち１年以内80

百万円)であります。

　　　なお、借手側の残高相当額はおおむね同一であり、借

手側の注記(2)未経過リース料期末残高相当額に含

まれております。

　　　このうち、転貸リース取引に係る貸手側の未経過リー

ス料の期末残高相当額は456百万円(うち１年以内81

百万円)であります。

　　　なお、借手側の残高相当額はおおむね同一であり、借

手側の注記(2)未経過リース料期末残高相当額に含

まれております。

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 269,859百万円

減価償却費 239,849百万円

受取利息相当額 31,103百万円

　(3) 受取リース料、減価償却費および受取利息相当額

受取リース料 267,779百万円

減価償却費 238,350百万円

受取利息相当額 31,332百万円

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　　利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。

　

　(4) 利息相当額の算定方法

同左

オペレ－ティング・リース取引

未経過リ－ス料

１年以内 1,066百万円

１年超 9,433百万円

合計 10,499百万円

オペレ－ティング・リース取引

未経過リ－ス料

１年以内 1,309百万円

１年超 11,125百万円

合計 12,435百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　　繰延税金資産

　　　賞与引当金 175百万円

　　　退職給付引当金 1,125百万円

　　　貸倒引当金 6,823百万円

　　　減価償却費 1,883百万円

　　　投資有価証券等評価損 586百万円

　　　その他 1,091百万円

　　繰延税金資産小計 11,686百万円

　　評価性引当額 △7,058百万円

　　繰延税金資産合計 4,628百万円

　　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △3,457百万円

　　　退職給付信託設定益 △721百万円

　　繰延税金負債合計 △4,178百万円

　　繰延税金資産の純額 449百万円

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　　繰延税金資産

　　　賞与引当金 150百万円

　　　退職給付引当金 1,037百万円

　　　貸倒引当金 7,604百万円

　　　減価償却費 2,728百万円

　　　投資有価証券等評価損 489百万円

　　　その他 803百万円

　　繰延税金資産小計 12,814百万円

　　評価性引当額 △6,962百万円

　　繰延税金資産合計 5,851百万円

　　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △1,667百万円

　　　退職給付信託設定益 △721百万円

　　繰延税金負債合計 △2,388百万円

　　繰延税金資産の純額 3,463百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

　住民税均等割額 1.7％

　交際費等の
　損金不算入の費用

1.5％

　評価性引当額 267.5％

　のれん償却額 5.3％

　特定外国子会社の留保金

　課税 △6.0％

　その他 △1.3％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

309.4％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が、法定実効税率の百分の五以下

であるため、注記を省略しております。

　

　

(企業結合等関係)

　　　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 881円55銭１株当たり純資産額 883円62銭

１株当たり当期純損失 73円62銭１株当たり当期純利益 77円43銭

　 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　 なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　

１　１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 56,525 56,655

普通株式に係る純資産額(百万円) 56,525 56,655

差額の主な内訳（百万円）

－ － －

普通株式の発行済株式数(株) 64,199,000 64,199,000

普通株式の自己株式数(株) 79,114 81,207

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(株)

64,119,886 64,117,793

　

２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）
(百万円)

△ 4,720 4,965

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
(百万円)

△ 4,720 4,965

普通株式の期中平均株式数(株) 64,122,155 64,118,657
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――― 当社は、平成20年５月30日開催の取締役会において、持分

法適用会社富士通リース株式会社（以下、富士通リー

ス）の株式を追加取得し子会社化することおよび富士通

株式会社（以下、富士通）との間で株主間協定を締結す

ることを決議いたしました。

　概要は、下記のとおりであります。

　
１ 目的

現在、富士通リースの発行済み株式の27.5％を保有して

おりますが、今般、富士通以外の既存株主より更に追加取

得のうえ子会社化することで、富士通グループとの一層

の協力関係強化を目指すためであります。
２ 富士通リースの概要

(1)商号 ： 富士通リース株式会社

(2)主な事業内容 ： リース業

(3)会社の規模(平成20年３月期）

売上高 128,603百万円

総資産 308,227百万円

純資産  28,020百万円

３　取得株式数、取得前後の所有株式の状況

(1)異動前の所有株式数

： 5 5 0 , 0 0 0 株 （ 所 有 割 合
27.5％）

(2)取得予定株式数 ： 450,000株以上

(3)異動後の所有株式数

： 1,000,000株以上(所有割合
50％以上)

４　株式取得の相手会社

： 富士通以外の既存株主からの
取得を予定しております。

５　日程

　平成20年５月30日 株主間協定締結

　平成20年６月下旬(予定)株式譲渡契約締結

　平成20年７月１日(予定)株式譲受けによる連結子会社
化
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱みずほフィナンシャルグループ 3,000 3,000

富士ソフト㈱ 1,138,800 2,120

ＪＦＥ商事ホールディングス㈱ 2,210,000 1,542

ジェイエフイーホールディングス㈱ 318,000 1,405

㈱オリエントコーポレーション 9,575,000 1,235

日本写真印刷㈱ 231,000 1,129

総合メディカル㈱ 330,000 1,122

 興和不動産㈱ 100 1,000

イオン㈱ 767,704 912

㈱ダイフク 500,341 637

ケイ・エス・オー㈱ 16,000 604

みずほインベスターズ証券㈱ 3,408,095 398

キーコーヒー㈱ 198,000 298

明治乳業㈱ 478,000 286

ヤマハ㈱ 144,900 276

㈱ヤマダ電機 30,000 258

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 288,960 248

㈱伊藤園 133,000 234

その他（93銘柄） 7,614,657 3,464

計 27,385,557 20,174

　

【債券】

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 その他有価証券

CMBS-L-JAC4 F1号G１号 1,254 1,254

小計 1,254 1,254

投資有価証券 その他有価証券

J-WBS FUNDING K.K. CBL 1,000 1,002

 FIRST-TO-DEFAULT型　
 クレジットリンク債

1,000 875

 CUBIC ONE LTD S2007 CLASS-D 500 461

 EAST STREET 2002-1 SERIES 1 400 108

MOUNTAIN CAP CLO Ⅳ CLASS B-2LUS$3,000千 178

 MOUNTAIN CAP CLO Ⅳ
 C-1 INCOME NOTES

US$2,000千 135

小計 ― 2,761

計 ― 4,015
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【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 その他有価証券

（譲渡性預金）

 国内譲渡性預金 19,000百万円 19,000

（信託受益権）

 コアファンドブリッジ梅田・北青山 1,000百万円 1,000

（投資事業有限責任組合等への出資） ― 100

小計 ― 20,100

投資有価証券 その他有価証券

（信託受益権）

ＭＳＡＣ受益権ＲＡ／ＭＳＡＣ ＴＲＵＳ
Ｔ Ｒ―Ａ

250口 2,500

劣後受益権０６０４１４―５ 1,000百万円 1,000

 不動産メザニン・ファンドＡ号 947百万円 947

ＣＭＢＳ―Ｌ―ＪＡＣ６ Ｄ１号Ｅ１号 900百万円 900

劣後受益権０８０３Ｊ―０１ 860百万円 860

 ハーベストツー信託受益権 8口 800

 ＣＭＢＳ―Ｌ―ＪＡＣ７ Ｄ２号 700百万円 700

 ＣＭＢＳ―Ｌ―ＪＡＣ５ Ｄ２号Ｅ２号 800百万円 699

 しんたクン信託受益権Ｄ号受益権 500百万円 500

 優先受益権２００６―２―Ｂ 1,500百万円 415

 ＭＨＴＢディスカバリーⅠ 764百万円 306

 (投資事業有限責任組合等への出資)

㈲ファースト・ユー ― 2,995

ＴＬＣレッドパイン㈲ ― 2,149

東京建物㈱ 2,000口 2,000

ケーエージー・フォーティーン・インベ
ストメント

36,000口 1,800

㈲カドベ ― 1,719

㈲メビウスアルファ ― 1,718

㈲ネオパス・エフアイエス ― 1,679

Ｆ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ｖｅｈｉｃｌｅ㈲ ― 1,601

㈲パフォーマンス・ボンド・サービス ― 958

㈲メビウスベータ ― 939

いすゞパートナーズ投資事業有限責任組合 1,457,000口 740

 特定目的会社メビウスガンマ 11,000口 550

 スバルシップ㈲ ― 457

Ｋ・Ｗ・Ｇｒｅｅｎ Ⅰst 40,000口 389

武蔵ファンディング㈲ ― 342

 合同会社ラビットカンド ― 300

コンフォリア・レジデンシャル・
ファンド

29,502口 274

 ＴＬＣマウントチェスナット㈲ ― 231

 その他（15銘柄） ― 1,517

小計 ― 31,996

計 ― 52,096
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産
　賃貸資産

　　リース資産

　　　情報関連機器
　　　・事務用機器

494,95571,58879,578486,965302,60173,927184,363

　　　産業工作機械 424,67537,95339,227423,401286,30042,448137,101

　　　土木建設機械 42,2619,413 3,39148,28320,0916,33128,192

　　　輸送用機器 75,8908,89210,59374,18939,04510,46435,144

　　　医療機器 65,3418,388 6,02367,70644,2178,60023,489

　　　商業・サービス
　　　業用機械設備

361,00347,55542,567365,991236,47756,550129,513

　　　その他 80,99610,0238,20782,81256,91010,67825,902

　　　小計 1,545,125193,816189,5901,549,350985,644209,000563,706

　　レンタル資産

　　　電子計測器 6,108 520 727 5,901 4,086 1,236 1,814

　　　電子計算機 16,7401,534 6,60711,6668,319 3,816 3,347

　　　その他 955 220 399 776 485 248 290

　　　小計 23,8032,275 7,73518,34412,8915,301 5,452

　　その他の賃貸資産

　　　賃貸用建物 26,8175,655 422 32,0515,699 1,48726,351

　　　賃貸用土地 2,014 － 677 1,336 － － 1,336

　　　小計 28,8325,655 1,09933,3875,699 1,48727,688

　　リース資産前渡金 2,860 6,610 7,997 1,474 － － 1,474

賃貸資産計 1,600,621208,358206,4221,602,5561,004,235215,789598,321

　社用資産

　　　建物 941 4 25 919 568 33 351

　　　構築物 38 － － 38 34 0 3

　　　器具備品 259 11 22 248 188 18 59

　　　土地 1,327 － － 1,327 － － 1,327
社用資産計 2,566 16 48 2,534 791 52 1,742

有形固定資産計 1,603,188208,374206,4711,605,0911,005,026215,842600,064

無形固定資産

　賃貸資産
　　リース資産 193,87526,91125,049195,737122,76730,72872,970
　その他の無形固定資産

　　ソフトウェア － 3,873 － 3,873 422 422 3,451

　　のれん 500 － － 500 300 100 200
　　電話加入権等 24 － － 24 － － 24

無形固定資産計 194,40030,78525,049200,135123,48931,25076,646

長期前払費用 21 2 － 23 19 3 4

繰延資産
　── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －
(注)　１　有形固定資産および無形固定資産のリース資産にかかる当期増加額は、同資産の購入によるものであり、当期

減少額は同資産の売却、除却等によるものであります。
　
      ２  長期前払費用は、貸借対照表の「長期前払費用」のうち、法人税法に規定する償却対象資産のみを記載して

おり、償却方法は同法の規定にもとづく定額法によっております。

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

 99/112



【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 18,688 3,882 727 2,007 19,835

賞与引当金 389 370 389 － 370

(注)　 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

現金(百万円) 当座預金(百万円)普通預金(百万円)通知預金(百万円)定期預金(百万円) 計(百万円)

0 149 10,865 － － 11,014

　

②　受取手形

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

コベルコクレーン㈱ 29

飛石機械産業㈱ 3

日本発条㈱ 3

ヤンマー建機販売㈱ 1

計 38

　

(期日別)

　

平成20年４月
(百万円)

平成20年５月
(百万円)

平成20年６月
(百万円)

平成20年７月から
平成20年９月まで
(百万円)

平成20年10月以降
(百万円)

計
(百万円)

1 1 34 － － 38

　

③　割賦債権

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥスチール㈱ 17,856

オリックス㈱ 8,245

㈱テラプロープ 2,703

総合メディカル㈱ 2,387

㈱ヨネイ 2,169

その他 91,260

計 124,623
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(期日別)

　
１年以内
(百万円)

２年以内
(百万円)

３年以内
(百万円)

４年以内
(百万円)

５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

計
(百万円)

48,485 32,067 22,310 13,863 5,840 2,055 124,623

　

(滞留状況)

　
期首残高
(百万円)
(ア)

当期発生高
(百万円)
(イ)

当期減少高
(百万円)
(ウ)

期末残高
(百万円)
(エ)

平均滞留月数(月)
(ア)＋(イ)

×12ヵ月
(ウ)

130,308 68,345 74,031 124,623 32.20

　

④　営業貸付金

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

ティーエルシーフリージア(有) 23,008

㈱オリエントコーポレーション 9,634

みずほ信託銀行㈱（信託口） 5,800

Ray Naviera S.A 3,573

㈱アッシュホールディングス 3,252

その他 100,775

計 146,042

　

　

⑤　賃貸料等未収入金

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

ジェコス㈱ 1,034

富士通リース㈱ 633

キムラリースファイナンス㈱ 585

ソフトバンクＢＢ㈱ 509

ジーイーキャピタルリーシング㈱ 407

その他 15,627

計 18,798
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⑥　支払手形

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

日立建機㈱ 714

㈱ヨネイ 533

㈱東京機械製作所 456

ジェコス㈱ 420

日本車輌製造㈱ 352

その他 9,264

計 11,742

　

(期日別)

　

平成20年４月
(百万円)

平成20年５月
(百万円)

平成20年６月
(百万円)

平成20年７月から
平成20年９月まで
(百万円)

平成20年10月以降
(百万円)

計
(百万円)

2,354 2,273 2,680 4,182 251 11,742

　

⑦　買掛金

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

㈱ライジングサン 2,521

富士通㈱ 1,802

シスコシステムズキャピタル㈱ 1,370

西尾レントオール㈱ 949

ＪＦＥ環境ソリューションズ㈱ 918

その他 19,189

計 26,752
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⑧　短期借入金

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 34,476

住友信託銀行㈱ 24,100

㈱みずほコーポレート銀行 23,000

㈱あおぞら銀行 19,000

農林中央金庫 7,200

その他 81,000

計 188,776

　

⑨　コマーシャル・ペーパー

コマーシャル・ペーパー321,100百万円は、すべて１年以内返済予定であります。

　

⑩　特定債権譲渡支払債務

「資産の流動化に関する法律」等にもとづくリース契約債権の譲渡による資金調達額であり、１年

以内返済予定分47,256百万円は流動負債の特定債権譲渡支払債務に、１年超返済予定分35,358百万円

は固定負債の長期特定債権譲渡支払債務に計上しております。

　

　

⑪　長期借入金

(主な相手先別)

　

相手先 金額(百万円)
うち、１年以内返済予定

(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 77,128 10,946

住友信託銀行㈱ 51,875 8,200

農林中央金庫 48,330 10,140

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 31,195 2,414

全国共済農業協同組合連合会 22,080 1,284

その他 184,843 14,969

計 415,452 47,953
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 (3) 【その他】

(訴訟）

  当社は、平成19年３月29日付で、日本アイ・ビー・エム㈱ほかに対し、業務用ソフトウェアの仕入販売

取引に伴って発生した不良債権の回収のため、販売代金支払請求訴訟および仕入契約解除に伴う原状回

復請求権にもとづく代金返還訴訟ならびに不法行為にもとづく損害賠償請求訴訟を提起し、現在係争中

であります。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヵ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券、100株未満券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 株券１枚につき100円および印紙税相当額

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 申請１件につき　10,000円

　　株券登録料 株券１枚につき   　500円

単元未満株式の買取りお
よび売渡し

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店および全国各支店

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
電子公告は当社ホームページ(URLは、http://www.tokyoleasing.co.jp)に掲載してお
ります。

対象株主

　毎年3月31日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された100株
（一単元）以上を保有する株主

株主に対する特典 優待内容

　当社オリジナル「クオカード」を以下の基準により贈呈いたします

　　所有株式数　　100株以上　1,000株未満　　一律1,000円分

　　所有株式数  1,000株以上　             　一律3,000円分

（注）１　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を

定款に定めております。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割り当ておよび募集新株予約権の割り当てを受ける権利

　　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第43期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月26日
関東財務局長に提出。
 

(2)有価証券報告書の
訂正報告書

平成19年６月26日関東財務局長に提出の第43期事業
年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）有
価証券報告書

平成19年７月13日
関東財務局長に提出。

平成17年６月24日関東財務局長に提出の第41期事業
年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）有
価証券報告書

平成20年２月13日
関東財務局長に提出。
 

平成18年６月23日関東財務局長に提出の第42期事業
年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）有
価証券報告書

平成20年２月13日
関東財務局長に提出。
 

平成19年６月26日関東財務局長に提出の第43期事業
年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）有
価証券報告書

平成20年２月13日
関東財務局長に提出。
 

(3)半期報告書 (第44期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月11日
関東財務局長に提出。
 

(4)半期報告書の
訂正報告書

平成17年12月16日関東財務局長に提出の第42期中
間会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月
30日）半期報告書

平成20年２月13日
関東財務局長に提出。
 

平成18年12月12日関東財務局長に提出の第43期中
間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月
30日）半期報告書

平成20年２月13日
関東財務局長に提出。
 

平成19年12月11日関東財務局長に提出の第44期中
間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月
30日）半期報告書

平成20年２月13日
関東財務局長に提出。
 

(5)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項
第９号にもとづくもの

平成20年４月１日
関東財務局長に提出。
 

(6)訂正発行登録書 平成19年６月26日
平成19年７月13日
平成19年12月11日
平成20年２月13日
平成20年４月１日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月26日

東京リース株式会社

取締役会　　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　千　　頭　　　　力　　　㊞

　
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　成　　澤　　和　　己　　㊞

　
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　木　　村　　　　修　　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京リース株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東京リース株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

　

EDINET提出書類

東京リース株式会社(E04769)

有価証券報告書

109/112



独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

東京リース株式会社

取締役会　　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　千　　頭　　　　力　　　㊞

　
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　成　　澤　　和　　己　　㊞

　
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　木　　村　　　　修　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京リース株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東京リース株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月30日開催の取締役会において、富士通リー

ス株式会社の株式を取得することおよび富士通株式会社との株主間協定を締結することを決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月26日

東京リース株式会社

取締役会　　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　千　　頭　　　　力　　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　成　　澤　　和　　己　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　木　　村　　　　修　　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京リース株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第43期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東京リース株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月16日

東京リース株式会社

取締役会　　御中

新日本監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　千　　頭　　　　力　　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　成　　澤　　和　　己　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　木　　村　　　　修　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京リース株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第44期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東京リース株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月30日開催の取締役会において、富士通リー

ス株式会社の株式を取得することおよび富士通株式会社との株主間協定を締結することを決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
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